
 
 

 

 

 

 

 

かすみがうら市 
 

災 害 廃 棄 物 処 理 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

 

か す み が う ら 市 

 



 
 

  



 
 

目 次 

第１節 計画策定の背景及び目的 .............................................. 1 

第２節 計画の位置付け ...................................................... 2 

第３節 基本的事項 .......................................................... 5 

１ 対象とする災害 .............................................................. 5 

２ 本計画における被害想定 ...................................................... 5 

３ 災害時に発生する廃棄物 ...................................................... 8 

４ 各主体の役割 ............................................................... 11 

５ 処理期間の設定 ............................................................. 12 

６ 災害廃棄物処理の基本方針 ................................................... 13 

７ 災害廃棄物処理の流れ ....................................................... 13 

８ 発災後における災害廃棄物処理実行計画の策定 ................................. 14 

９ 市町村の行動 ............................................................... 15 

１０ 教育・訓練 ............................................................... 18 

第１節 組織体制・指揮系統 ................................................. 19 

第２節 情報収集・連絡 ..................................................... 22 

第３節 協力・支援体制 ..................................................... 25 

第４節 市民への啓発・広報 ................................................. 32 

第１節 災害廃棄物（生活ごみ・避難所ごみ・し尿を除く） ..................... 34 

１ 災害廃棄物発生量の推計 ..................................................... 34 

２ 災害廃棄物処理の方法 ....................................................... 37 

３ 仮置場 ..................................................................... 40 

４ 分別の徹底 ................................................................. 47 

５ 収集運搬 ................................................................... 50 

６ 処理・処分 ................................................................. 53 

７ 適正処理が困難な廃棄物等への対応 ........................................... 58 

８ 損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） ....................................... 60 

第２節 環境保全対策・環境モニタリング・火災防止 ........................... 63 

第３節 生活ごみ・避難所ごみ・し尿 ......................................... 66 

１ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の発生 ........................................... 66 

２ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬と処理 ................................. 69 

３ 一般廃棄物処理施設の強靭化と復旧 ........................................... 71 

第４節 処理業務の進捗管理 ................................................. 72 

 



 
 

 

 

 



 

 
 

■用語の定義 

用 語 説 明 

災害廃棄物 自然災害に直接起因して発生する廃棄物のうち、生活環境保全上の

支障へ対処するため、市区町村等がその処理を実施するもの。 

災害廃棄物対策 災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するために講じる対策であ

り、災害時に発生する廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため

の平時の備え（体制整備等）と発災後の応急対策、復旧・復興対策か

ら成る。 

地方公共団体 地方自治法第1条の3に基づく、都道府県及び市区町村。 

 

市区町村等 市区町村、一部事務組合及び広域連合。 

 

地域ブロック協議会 災害廃棄物対策に関し、地方公共団体が相互に連携して取り組むべ

き課題の解決を図るため、地方環境事務所が中心となって設置した

協議会。北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州の計8カ

所に設置。地域ブロック内の都道府県、主要な市などで構成される。

茨城県は「大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会」に参加。 

災害廃棄物処理支援 

ネットワーク 

（D.Waste-Net）  

我が国の災害廃棄物対応力を向上させるため、環境大臣が災害廃

棄物対策のエキスパートとして任命した有識者、技術者、業界団体等

で構成される組織。地方公共団体における平時の備えと、発災後の

災害廃棄物の処理を支援する。 

非常災害 市区町村の平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害。

非常災害に該当するかは市区町村の長が判断する。 

激甚災害 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37

年9月6日法律第150号）に基づき政令指定された災害。 

大規模災害 生活環境の悪化を防止することが特に必要と認められるような著しく

異常かつ激甚な非常災害であり、非常災害の中でも災害対策基本法

の特例の適用を想定した災害。 

災害廃棄物処理計画 平時において地方公共団体が廃棄物処理法及び災害対策基本法に

基づき策定する計画であり、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処

理するために必要な事項を整理したもの。 

災害廃棄物処理実行計画 

 

発生した災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため、発災後

において地方公共団体が策定する計画。災害廃棄物の発生量、処理

体制、処理方法、処理フロー、処理スケジュールなどを整理したもの

で、地方公共団体は災害の規模に応じて具体的な内容を示す。  

大規模災害発生時における

災害廃棄物対策行動指針 

 

東日本大震災及び近年発生した比較的規模の大きい災害の教訓・知

見やこれまでの取組の成果を踏まえ、大規模災害時において、災害

廃棄物処理に関わる関係者が担うべき役割や責務を明確化し、関係

者による連携・協力体制を構築することにより、"オールジャパンでの

対応"の実現を目的としたもの。 



 

 
 

用 語 説 明 

大規模災害発生時における

災害廃棄物対策行動計画 

 

平時において地域ブロック協議会が策定する計画。地域ブロック内に

おいて、行政のみならず民間事業者を含む地域ブロック内の関係者

が連携・協力体制を構築し、災害廃棄物対策の課題を解決するため

の対応や都道府県域を越えた広域的な連携のあり方をとりまとめた

計画。  

災害廃棄物処理指針  

 

大規模災害発生時に環境大臣が災害対策基本法に基づき策定する

指針であり、災害廃棄物処理の参考とすべき全体像（国・県・市区町

村の役割分担、処理の推進体制、スケジュールなど）をまとめるもの。 

地域防災計画  災害対策基本法に基づき、発災時または事前に地方公共団体が実

施すべき災害対策に係る実施事項や役割分担などを規定した計画。  

仮置場  災害廃棄物を集積、保管、処理するために一時的に設置される場

所。 

出典：災害廃棄物対策指針（改定版）（環境省、平成 30 年 3月） 
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  総則                           
 

 
 

かすみがうら市（以㝆、「本市」といいます。）

は、ᡃがᅜ第 2 ఩の㠃✚を㄂る†「㟘ࣨ浦」と筑

波ᒣ系南㯇にはࡉまれ、㤳㒔東京࡬⣙ 70km、県㒔

水ᡞ市࡬⣙ 30km、つくば市࡬⣙ 10km の㊥㞳に఩

置しています。また、ᖿ⥺஺㏻⥙として、-5 常☬

⥺、༓代田石ᒸインター࢙ࢳンࢪが置かれている

常☬⮬ື㌴道、ᅜ道 6 号、ᅜ道 354 号を᭷するな

 。田ᅬ㒔市ながら❧地にᜨまれています、࡝

㏆年、ᡃがᅜでは㢼水害ࡸ地㟈災害が㢖Ⓨし、

そのᗘに災害廃棄物の処理が問㢟になっていま

す。平成 23 年 3 月には東日本大㟈災がⓎ生し、

令和ඖ年 10 月にはྎ㢼第 19 号によるᾐ水・土◁

ᔂれな࡝茨城県でも大きな⿕害をཷけており、本市でも災害ᑐ応を行いました。 

このような災害でⓎ生する災害廃棄物は、✀ࠎの廃棄物がΰ合した処理しづらいᛶ≧のものが

一᫬に大量にⓎ生すること、人の೺ᗣ又は生活環境に係る⿕害を生じるおそれのある㔜大な⿕害

を生じࡏࡉるものをྵࡴおそれがあること、௬置場におけるⅆ災Ⓨ生のおそれが大きいこと等の

特ᚩがあることから、生活環境の保඲及びබ⾗衛生ୖのᨭ㞀を㜵Ṇし、㐺正かつ㎿㏿に処理しな

ければなりまࢇࡏ。 

ᅜは東日本大㟈災からᚓられた経験ࡸ▱見を㋃ま࠼て、㒔道ᗓ県及び市⏫ᮧにおける災害廃棄

物処理計画のస成に資することを┠ⓗに、平成 26 年 3 月に「災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪（以㝆、「ᅜᑐ

⟇ᣦ㔪」といいます。）」をไ定しました。そのᚋ、⇃本地㟈等からᚓられた経験ࡸ▱見を཯ᫎࡉ

て、平成ࡏ 30 年 3 月にᅜᑐ⟇ᣦ㔪を改定しました。また、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 137 号）（以㝆、「廃棄物処理法」といいます。）」が平成 27 年 8 月

に改正ࡉれ、ࡉらに廃棄物処理法に基づく基本方㔪（廃棄物の減量その他その㐺正な処理に関す

る施⟇の総合ⓗかつ計画ⓗな推進をᅗるための基本ⓗな方㔪）が平成 28 年 1 月にኚ᭦ࡉれ、㒔

道ᗓ県の廃棄物処理計画に災害廃棄物の㐺正な処理に関する事項を┒り㎸ࡴことと㒔道ᗓ県及

び市⏫ᮧにおいて災害廃棄物処理計画を⟇定すること等が規定ࡉれました。 

茨城県では、東日本大㟈災ࡸ平成 27 年 9 月にⓎ生した関東・東໭㇦㞵等でᚓられた教カ、ᅜ

ᑐ⟇ᣦ㔪等を㋃ま࠼て、災害廃棄物に関する基本ⓗな考࠼方ࡸ処理方⟇等を♧す「茨城県災害廃

棄物処理計画（以㝆、「県災害廃棄物処理計画」といいます。）」を平成 29 年 2 月に⟇定しました。 

以ୖのことから本市では、᚟ᪧ・᚟⯆のጉげとなる災害廃棄物を㐺正かつ㎿㏿に処理すること

を┠ⓗとして「かすみがうら市災害廃棄物処理計画（以㝆、「本計画」といいます。）」を⟇定し

ます。なお、本計画は前ᥦ条௳となる「茨城県地㟈⿕害᝿定調査報࿌᭩（平成 30 年 3 月）」ࡸ「か

すみがうら市地域㜵災計画（令和ඖ年 9 月）」等が見直ࡉれた場合ࡸ地域≧ἣのኚ໬に合ࡏࢃて

㝶᫬見直しを行います。  

図 １-１ 本市の位置と地勢 
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本計画は、ᅜᑐ⟇ᣦ㔪ࡸ県災害廃棄物処理計画等とのᩚ合をᅗりつつ、災害廃棄物処理に関

する基本ⓗな考࠼方ࡸ処理方⟇等を♧すものです。ᅗ １-２に本計画の఩置௜けを♧します。 

災害廃棄物処理計画は⮬らが⿕災することを᝿定し、Ⓨ災᫬に備࠼て平常᫬よりᗇ内እの協

ຊ・ᨭ᥼体ไのᵓ⠏ࡸⓎ生した災害廃棄物を㐺正かつ෇⁥・㎿㏿に処理するための災害応ᛴᑐ

⟇、᚟ᪧ・᚟⯆ᑐ⟇等ᑐ応に必要な事項をとりまとめたものです。 

一方、災害廃棄物処理ᐇ行計画は、県のᢏ⾡ⓗᨭ᥼をཷけながら、ᙺ๭ศᢸ、処理の基本方

㔪、Ⓨ生量、処理体ไ、処理スࣗࢪࢣーࣝ、処理方法、ࣇロー等、災害の規ᶍに応じてල体ⓗな

内ᐜを♧すものです。また、処理のᐇ施≧ἣを㐺ᐅ཯ᫎしてᐇ行計画の見直しを行います。ᅗ 

１-３に災害廃棄物処理計画とᐇ行計画の఩置௜けを♧します。 

災害廃棄物の処理が⤊஢したᚋは、処理に係るグ㘓をᩚ理するとともにホ౯を行い、必要に

応じて災害廃棄物処理計画の見直しを行います。なお、グ㘓のᩚ理は、᫬期区ศ（ึື、応ᛴ

ᑐ応、᚟ᪧ・᚟⯆等）ࡈとに᣺り㏉りを行い、Ⓨ生量、Ⓨ生ཎ༢఩、処理経費等のࢹータᩚ理を

行い、グ㘓ㄅとして取り⧳めることがᮃましいとࡉれています。また、一般廃棄物処理計画に

災害廃棄物処理ᑐ⟇に係る施⟇をグ㍕するとともに、災害廃棄物処理計画を⟇定して災害᫬に

備࠼ます。 
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出典：災害廃棄物対策指針（改定版）（環境省、平成 30 年 3月）を一部修正 

図 １-２ 災害廃棄物処理に係る防災体制に関する各種法令・計画の位置付け 

 

大規模災害廃棄物対策のための協議会等 

平時から広域での連携・協力関係を構築 

 

基本方針 
(環境大臣) 

災害対策基本法 

（復興段階では大規模災害復興法) 

環境省防災業務計画 

（相互に整合性を図る） 

地域防災計画 廃棄物処理計画 

茨城県災害廃棄物処理計画 

地域防災計画 一般廃棄物処理計画 
かすみがうら市災害廃棄物処理計画 

防災基本計画 

（復興段階では復興基本方針） 

災害廃棄物対策指針（平成 30 年 3 月） 

廃棄物処理法 

①各主体が備えるべき大規模

地震特有の事項 

②地域ブロックにおける対策

行動計画策定の指針 

（特に広域連携について） 

③発生後に環境大臣が策定す

る処理指針のひな形 

【通常の災害】 

●市及び県が災害に

備えて策定する災

害廃棄物の処理に

係る計画に盛り込

むべき事項を提示 

大規模災害発生時における 
災害廃棄物対策行動指針 

茨城県 

かすみがうら市 

大規模災害発生時における 

災害廃棄物対策行動計画 

大規模災害の発生が予想される地域を含む

地域ブロックごとに策定 

関東ブロック 

基本方針 
（環境大臣） 

（相互に整合性を図る） 

将来的な方向性 

廃棄物処理施

設の災害拠点

化、耐震化等

の観点からも

取組を推進。 

廃棄物処理 
施設整備計画 

●●災害における 
災害廃棄物 
処理指針 

●●災害に係る 
災害廃棄物処理 

実行計画 

●●災害における 
災害廃棄物処理 

実行計画 

大規模災害 
発災後 
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出典：災害廃棄物対策指針（改定版）（環境省、平成 30 年 3月） 

図 １-３ 災害廃棄物処理計画及び実行計画の位置付け 
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本計画では、「地㟈災害」及び「㢼水害」をᑐ㇟とします。「地㟈災害」については、地㟈ືに

より直᥋に生ࡎる⿕害及びこれにకいⓎ生するὠ波、ⅆ災・⇿Ⓨその他␗常な⌧㇟により生ࡎ

る⿕害をᑐ㇟とします。「㢼水害」については、❳ᕳ等の㢼による⿕害の他、大㞵、ྎ㢼、㞾㞵

等により生ࡎるὥ水、ᾐ水、ෙ水、土石ὶ、ᒣᔂれ、ᓴᔂれ等の⿕害をᑐ㇟とします。 

 

 

(1) 地震災害 

本計画では、茨城県地㟈⿕害᝿定調査報࿌᭩（平成 30 年 3 月）で本市において᭱も⿕害が大

きいとண ࡉれている「茨城県南部の地㟈」を᝿定します。なお、⿕害᝿定が᭦新ࡉれた㝿には、

新たな情報に基づく災害をᑐ㇟とし、本計画の見直しを行います。 

表 １-１に᝿定地㟈の⿕害ᴫ要を♧します。 

 

表 １-１ 想定地震の被害概要（茨城県南部の地震、冬 18 時） 

項  ┠ ⿕ 害 

ᘓ物⿕害 
඲ቯᲷ数（Ჷ） 62 

半ቯᲷ数（Ჷ） 1�033 

ⅆ災 
出ⅆ௳数（⟠所） 㸫 

↝ኻᲷ数（Ჷ） 6 

ୖ水道⿕害 

᩿水⋡ 

⿕災直ᚋ（㸣） 95 

⿕災 1 日ᚋ（㸣） 86 

⿕災 1 㐌間ᚋ（㸣） 21 

⿕災 1 ࣧ月ᚋ（㸣） 2 

Ṛയ者数 

Ṛ者数（人） 3 

㈇യ者数（人） 92 

㔜⑕者数（人） 4 

㑊㞴者数 

⿕災ᙜ日（人） 2�200 

⿕災 1 㐌間ᚋ（人） 2�443 

⿕災 1 ࣧ月ᚋ（人） 1�194 

出典㸸茨城県地㟈⿕害᝿定調査報࿌᭩別෉資料 市⏫ᮧ別の୺な⿕害一ぴ（茨城県、平成 31 年 2月） 
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出典：茨城県地震被害想定調査報告書（概要版）（茨城県、平成 30 年 12 月） 

 

図 １-４ 地表震度分布図（茨城県南部の地震） 

 

  

出典：茨城県地震被害想定調査詳細報告書（茨城県、平成 30 年 12 月） 

図 １-５ 建物被害分布（茨城県南部の地震、冬 18 時） 

（左：全壊・焼失棟数、右：半壊棟数） 
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(2) 風水害 

本計画では、かすみがうら市総合防災マップ（2019 年版）（平成 31 年 3 月）より霞ヶ浦及び恋

瀬川の氾濫などにより浸水した場合を想定します。ただし、被害想定がなされていないため本計

画では災害廃棄物発生量の推計方法のみを示します。被害想定が更新された際には、新たな情報

に基づく災害を対象とし、本計画の見直しを行います。 

 

 

※その他の地域はかすみがうら市総合防災マップ（2019 年版）（平成 31 年 3月）参照。 

出典：かすみがうら市総合防災マップ（2019 年版）（平成 31 年 3月） 

図 １-６ 洪水ハザードマップ  
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地㟈災害ࡸ㢼水害その他⮬↛災害によってⓎ生する廃棄物（（1）～（12）まで）及び⿕災者

㑊㞴者の生活にకいⓎ生する廃棄物（（13）～（15）まで）を本計画のᑐ㇟とします。表 １-２ࡸ

に災害᫬にⓎ生する廃棄物を♧します。 

 

表 １-２ 災害時に発生する廃棄物 

種 類 内 容 災害廃棄物例 

(1)可燃物/可燃系

混合物 

繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可

燃系廃棄物 

 

(2)木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 

 

（3）畳・布団 
被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受

け使用できなくなったもの 

 

(4)不燃物/不燃系

混合物 

分別することができない細かなコンクリートや木く

ず、プラスチック、ガラス、土砂崩れにより崩壊した

土砂などが混在し、概ね不燃系の廃棄物 
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種 類 内 容 災害廃棄物例 

(5)コンクリートがら

等 

コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトく

ずなど 

 

(6)金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

 

(7)廃家電（4 品目） 

被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯

機・衣類乾燥機、エアコン、冷蔵庫・冷凍庫）で、災

害により被害を受け使用できなくなったもの 

※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理

を行う。 

 

(8)小型家電/その

他家電 

被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目

以外の家電製品で、災害により被害を受け使用で

きなくなったもの 

 

(9)腐敗性廃棄物 

被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産

加工場や飼肥料工場等から発生する原料及び製

品など 
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種 類 内 容 災害廃棄物例 

(10)有害廃棄物／

危険物 

石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物

質、フロン類・ＣＣＡ(クロム銅砒素系木材保存剤使

用廃棄物）・テトラクロロエチレン等の有害物質、医

薬品類、農薬類の有害廃棄物。太陽光パネルや蓄

電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 

 

(11)廃自動車等 

自然災害により被害を受け使用できなくなった自動

車、自動二輪、原付自転車 

※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理

を行う。 

※処理するためには所有者の意思確認が必要とな

る。仮置場等での保管方法や期間について警察等

と協議する。 

 

(12)その他処理困

難な廃棄物等 

ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では

処理が困難なもの（レントゲンや非破壊検査用の放

射線源を含む）、漁網、石こうボード、廃船舶（災害

により被害を受け使用できなくなった船舶）など 

 

 

種 類 内 容 災害廃棄物例 

(13)生活ごみ 家庭から排出される生活ごみや大型ごみ － 

(14)避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみ等 － 

(15)し尿 

仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルト

イレ及び他市町村・関係業界等から提供された汲

み取り式トイレ等の総称）等からの汲み取りし尿 

－ 

※上記は選別後の分類であり、災害時には上記のものが混合状態で発生する場合が多くみられます。 

※災害廃棄物の処理・処分は災害等廃棄物処理事業費補助金の対象であるが、生活ごみ、避難所ごみ及びし尿

（仮設トイレ等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入した汚水は除く）は災害等廃棄物処理事業費

補助金の対象外です。 

出典：災害廃棄物対策指針（改定版）（環境省、平成 30 年 3月） 

環境省 災害廃棄物対策情報サイト（写真で見る災害廃棄物処理） 

東日本大震災により発生した被災 3 県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録

（東北地方環境事務所、平成 26 年 9月） 

廃石綿やＰＣＢ廃棄物が混入した災害廃棄物について（環境省、平成 28 年 4月） 
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(1) 本市の役割 

災害にకってⓎ生した災害廃棄物は、廃棄物処理法により一般廃棄物に区ศࡉれることから、

災害廃棄物の処理は、本市が୺体となって㐺正かつ෇⁥・㎿㏿に処理をᐇ施します。 

平常᫬より他市⏫ᮧࡸ民間事業者等の関係ᶵ関と災害᫬のᑐ応について協議し、協ຊ・ᨭ᥼体

ไのᵓ⠏をᅗります。また、本市が⿕災していない場合は、⿕災市⏫ᮧからの要ㄳに応じて、人

ᮦ及び資ᶵᮦの応᥼を行うとともに、⿕災地域からの災害廃棄物のཷධを✚ᴟⓗに行うこととし

ます。 

 

(2) 県の役割 

県は、本市が⿕災した場合、災害廃棄物の処理に係るᢏ⾡ᨭ᥼を行うものとします。本市が行

ᨻᶵ⬟をኻう規ᶍの災害がⓎ生し、本市が県࡬地方⮬治法第 252 条の 14 の規定に基づく事務の

委クをした場合は、県が୺体となって処理を行うものとします。 

 

(3) 事業者の役割 

災害廃棄物の処理に関㐃する事業者は、災害᫬に㐺正処理と෇⁥かつ㎿㏿な処理にດめるもの

とします。県と災害᫬の協ຊ協定を⥾⤖している関係ᶵ関・関係団体は、県の要ㄳに応じて㏿ࡸ

かにᨭ᥼等に協ຊします。また、༴㝤物、᭷害物㉁等をྵࡴ廃棄物その他の㐺正処理がᅔ㞴な廃

棄物を᤼出する可⬟ᛶのある事業者は、これらの㐺正処理に୺体ⓗにດめるものとします。 

 

(4) 市民の役割 

市民は本市がⓎಙする情報に基づきࣝーࣝにᚑった廃棄物の᤼出を行い、本市が㐺正かつ෇

⁥・㎿㏿に災害廃棄物の処理が行࠼るように協ຊします。また、ࡈみの野↝きࡸ௬置場等࡬の౽

஌ࡈみの᤼出及びᣦ定場所以እ࡬の᤼出を⮬⢔します。ᦆቯᐙᒇ等の᧔ཤは、ཎ則として市民が

ᐇ施します。ただし、஧次災害の㉳ᅉࡸ㏻行のᨭ㞀等᪩ᛴな᧔ཤが必要な場合、本市とᦆቯᐙᒇ

等の所᭷者が協議・調ᩚのୖ、本市が必要に応じて᧔ཤをᐇ施する場合があります。 

 

  



第１❶ 総則  第３⠇ 基本ⓗ事項 

12 
 

 

災害廃棄物の処理は、᪩期の᚟ᪧ・᚟⯆に資するよう、できるだけ᪩く᏶஢します。災害の

規ᶍࡸ災害廃棄物Ⓨ生量に応じて、㐺ษな処理期間を設定することとします。大規ᶍ災害にお

いても 3 年以内の処理᏶஢を┠ᣦします。なお、処理期間についてᅜのᣦ㔪が♧ࡉれた場合は、

その期間とのᩚ合ᛶをᅗり設定します。 

 。ーࣝを᳨ウしますࣗࢪࢣた処理ス࠼次に♧すᐇ㝿の⿕害≧ἣ等を㋃ま ࠐ

  ձ 職員の⿕災≧ἣ、廃棄物の཰集㐠ᦙ・処理・処ศに関係する民間事業者の⿕災≧ἣ 

  ղ ∦௜けࡈみの᤼出≧ἣ 

  ճ ᧔ཤ（必要に応じてゎ体）が必要なᦆቯᐙᒇ等のᲷ数 

  մ 災害廃棄物のᛶ≧ࡈとのⓎ生量 

  յ 処理施設の⿕災≧ἣ等を考៖した処理可⬟量な࡝ 

量、そのᛶ≧に応じて、災害廃棄物のࡸ過ཤの事例をཧ↷しながら、災害廃棄物の✀㢮 ࠐ

᤼出ࡸᦆቯᐙᒇ等の᧔ཤ（必要に応じてゎ体）から処理・処ศ、再生฼用までの工⛬ࡈ

とにᑐ応期間の┠ᶆを設定します。 

・ 処理は⥭ᛴᛶの㧗いものをඃඛします。⥭ᛴᛶの㧗いものとして下グが考࠼られま

す。なお、処理にあたっては、関係部ᒁと調ᩚを行います。 

   ձ 道㊰㞀害物の᧔ཤ 

   ղ ௬設ࢺイࣞ等のしᒀࡈみ 

   ճ ᭷害廃棄物・༴㝤物のᅇ཰（ᅇ཰ᚋ、᪩期に処理が必要） 

   մ ಽቯの༴㝤ᛶのあるᦆቯᐙᒇ等の᧔ཤ（必要に応じてゎ体） 

   յ ⭉ᩋᛶ廃棄物の処理 

・ 災害廃棄物の✀㢮ࡸᛶ≧次第では、᫬間の経過にకい、⭉ᩋして再資源໬が୙可⬟

になるため、ὀ意します。 
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(1) 適正かつ円滑・迅速な処理の実行 

住民の生活環境保඲及びබ⾗衛生ୖのᨭ㞀㜵ṆのほⅬから、㐺正な処理を進めつつ、᚟ᪧ・᚟

⯆のጉげにならないよう෇⁥かつ㎿㏿な処理をᐇ行します。 

 

(2) 分別・再生利用 

災害廃棄物の処理においては、⿕災⌧場から௬置場࡬ᦙධする㝿のศ別をᚭᗏし、可⬟な㝈り

再生฼用を行い、᭱⤊処ศ量を๐減します。 

 

(3) 目標期間内での処理実施 

災害廃棄物の処理は、┠ᶆ期間内に本市の⮬区内（組合ྵࡴ）での処理、または、県内市⏫ᮧ

の┦互ᨭ᥼による処理及び県内の事業者による処理を進めることをཎ則とします。 

県内の᪤Ꮡの廃棄物処理施設を᭱大㝈活用しても┠ᶆ期間内に処理することができない⭾大

な量の災害廃棄物がⓎ生した場合、または、බ⾗衛生のほⅬから⥭ᛴⓗな処理が必要な場合は、

௬設処理施設の設置ࡸ県እの広域処理によりᑐ応します。 

 

(4) 合理的かつ経済的な処理 

処理の⥭ᛴᛶࡸᅔ㞴ᛶを考៖しながら、合理ᛶのある処理方法を選定し、経῭ⓗな処理にດめ

ます。 

 

 

災害廃棄物は、⿕災⌧場でศ別したୖで௬置場࡬ᦙධし、௬置場にศ別して集✚・保⟶しま

す。これらの災害廃棄物は、✀㢮ࡸᛶ≧に応じて◚○、選別、↝༷等の୰間処理を行い、再生

฼用、᭱⤊ᇙ❧処ศを行います。ᅗ １-７に災害廃棄物処理のὶれを♧します。 

᪤Ꮡの廃棄物処理施設において┠ᶆ期間内で処理しきれない等の場合は、஧次௬置場を設置

して、必要に応じて◚○、選別、↝༷のための௬設処理施設を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-７ 災害廃棄物処理の流れ 

分別・保管

災害廃棄物

被災現場 仮置場 処理・処分

破砕・焼却等
の中間処理

再生利用
・金属原料
・土木資材
・セメント原燃料
・燃料 等

最終埋立処分

仮置場A

仮置場B

仮置場C

家電リサイクル法によるルート

専門業者による危険・有害廃棄物の適正処理

分別
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災害がⓎ生した㝿は、⿕害≧ἣを㋃ま࠼て、災害廃棄物処理の基本方㔪に基づき、処理の方

㔪及び処理期間の᳨ウを行います。また、災害廃棄物の཰集㐠ᦙ、処理・処ศ方法、再生฼用

ඛの☜保、௬設処理施設の必要ᛶ等を᳨ウして、処理ࣇローをస成し、必要に応じて災害廃棄

物処理ᐇ行計画を⟇定します。災害廃棄物処理方法の᳨ウのὶれをᅗ １-８に♧します。 

災害廃棄物処理ᐇ行計画は、関係者と情報をඹ᭷しながら処理の඲体ീをᩚ理して⟇定し、

処理業務のⓎὀࡸ補ຓ㔠事務に係る資料として用いることで෇⁥な処理を進めます。処理の進

ᤖ等の≧ἣに応じて、災害廃棄物Ⓨ生量と処理・処ศඛ及び再生฼用ඛ等を見直し、改定して

いくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-８ 災害廃棄物処理方法の検討の流れ 
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 ᅔ㞴 
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必要に応じて災害廃棄物処理ᐇ行計画を⟇定 
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災害のⓎ生 

 

災害廃棄物Ⓨ生量・✀㢮の推計、処理⬟ຊの☜認 

処理期間の設定 

཰集㐠ᦙ・処理・処ศ・ 
再生฼用方法の᳨ウ 

本市で災害廃棄物の処理が可⬟か㸽 
 

県内広域処理 
（᪤Ꮡ処理施設） 

⮬区内処理 

県እ広域処理 
�᪤Ꮡ処理施設� 

県内広域処理 
（௬設処理施設） 

ᅔ㞴 可⬟ 

ᅔ㞴 
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災害廃棄物処理では、ึື期、応ᛴᑐ応期前半のᑐ応が㔜要です。Ⓨ災直ᚋは、職員の安否

☜認、人࿨ᩆຓをඃඛしてᑐ応すると同᫬に、災害廃棄物処理に関㐃する施設の⿕害≧ἣのᢕ

ᥱ、災害廃棄物処理に必要な体ไのᵓ⠏等にᑐ応することとします。表 １-３にⓎ災ᚋの᫬期

区ศと特ᚩを♧します。また、表 １-４に本市の行ືを、ᅗ １-㸷に災害᫬の行ືを♧します。 

本市の行ᨻᶵ⬟が႙ኻするような災害がⓎ生した場合には、県にᨭ᥼を要ㄳします。県は⿕

災市⏫ᮧの要ㄳに関ࢃらࡎ⬟ືⓗにᨭ᥼を行うことを計画しています。 

㢼水害では、水がᘬいたᚋ、⿕災した住民が一ᩧに災害廃棄物を᤼出します。Ⓨ災ᚋ 1 㐌間

⛬ᗘでの᤼出量が᭱もከくなるഴྥにあるため、㢼水害では、௬置場の඘㊊≧ἣのᢕᥱをึື

期に行うことになります。 

 
◆水害における発災前の行動の留意点 

水害は地㟈と␗なり、一般ⓗに大㞵等の事前のண඙がある。そのため、大㞵がண᝿ࡉれる

場合、災害に備࠼て、以下のᑐ⟇を行う。 

・㐃⤡体ไの☜認 

・廃棄物処理施設の安඲ᛶの☜認（ᾐ水・ᭀ㢼ᑐ⟇） 

・廃棄物཰集㐠ᦙ㌴の㏥㑊（㧗ྎ等࡬㥔㌴場所を⛣ື） 

・೵㟁᩿ࡸ水した場合の廃棄物処理施設のᑐ応の᳨ウ 

・௬置場の☜保に関する関係部⨫との調ᩚ 

・災害廃棄物Ⓨ生に備࠼た広報内ᐜ（ศ別・཰集方法・௬置場఩置ᅗ等）の‽備・☜認 

 

 

表 １-３ 発災後の時期区分と特徴 

᫬期区ศ ᫬期区ศの特ᚩ ᫬間の┠安 

災害応ᛴ 

ᑐ応 

ึື期 
人࿨ᩆຓがඃඛࡉれる᫬期（体ไᩚ備、⿕害≧ἣの☜認、

必要資ᶵᮦの☜保等を行う） 
Ⓨ災ᚋ数日間 

応ᛴᑐ応

期（前半） 

㑊㞴所生活が本᱁໬する᫬期（୺にඃඛⓗな処理が必要

な災害廃棄物を処理する期間） 
～3㐌間⛬ᗘ 

応ᛴᑐ応

期（ᚋ半） 

人ࡸ物のὶれがᅇ᚟する᫬期（災害廃棄物の本᱁ⓗな処

理にྥけた‽備を行う期間） 
～3ࣨ月⛬ᗘ 

᚟ᪧ・᚟⯆期 
㑊㞴所生活が⤊஢する᫬期（一般廃棄物処理の㏻常業務

が進み、災害廃棄物の本᱁ⓗな処理の期間） 
～3年⛬ᗘ 

出典㸸災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪（改定∧）（環境┬、平成 30 年 3月）を一部ಟ正 
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表 １-４ 本市の行動 

時期区分 本市の行動 

初動期 

・体制の構築 

・本市内及び市関連施設の被害状況を把握し県へ連絡 

・今後の大雨や水位の予測 

・住民への広報・窓口設置 

・仮置場の設置、運営・管理（業務発注含む） 

・仮置場の充足状況の把握 

・危険家屋等の撤去 

・避難所ごみ・し尿発生量の推計 

・収集運搬の手配 

・一般廃棄物処理施設の補修・復旧 

応急対応期 

（前半） 

（初動期からの必要な行動の継続） 

・近隣市町村・県への支援要請 

・補助金関係事務・予算の確保 

・進捗管理（収集運搬や処理処分の記録作成） 

・一般廃棄物処理施設の復旧の進捗報告 

・他自治体からの支援の受入・調整 

・処理・再生利用・最終処分先の検討 

・体制の見直し（土木建築系、財務系、廃棄物系 OB 等人材調達） 

・優先度の高い災害廃棄物の処理の調整・手配 

・事務委託の検討 

・災害廃棄物発生量の推計 

応急対応期 

（後半） 

・災害廃棄物処理実行計画の策定 

・公費解体手続き・発注 

・仮置場の充足状況の把握 

▽県へ事務委託する場合 

・県への事務委託内容の検討・手続き 

復旧・ 
復興期 

（初動期からの必要な行動の継続） 

・仮置場の原状回復・返還 

・仮設トイレの撤去 
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図 １-９ 災害時の行動  

初動期 応急対応期（前半） （後半） 復旧･復興期
発災 72時間 1週間 3週間～ 3ヶ月 3年

体制の構築 体制の構築(→第2章第1節) 庁内体制の見直し
情報収集・連絡 災害対策本部との連絡（→第2章第2節）

被害状況の把握・連絡（→第2章第2節）
県内一般廃棄物処理施設の被災状況把握・処理能力把握（→第2章第2節）
今後の大雨・水位の予測

県内連携調整 近隣市町村・県への支援要請（→第2章第3節）
他自治体からの支援の受入・調整（→第2章第3節）

方針 方針･スケジュール決定（→第1章第3節）
契約･経理 補助金関係事務

予算の確保
業者との委託契約(→第3章第1節6)

広域処理 優先度の高い災害廃棄物の広域処理調整
広報 住民への広報・窓口設置(→第2章第4節)
事務委託関係 事務委託検討（→第1章第3節4）

県との事務委託関係契約

発生量推計 情報収集（→第2章第2節） 発生量等推計（→第3章第1節1） 発生量見直し
種類別発生量の推計（→第3章第1節1）
仮置場面積推計（→第3章第1節3）

処理施設，資源化先の検討（→第3章第1節6）
処理フロー 処理フロー作成(→第3章第1節6)
実行計画 実行計画策定・公表(→第1章第3節8)
進捗管理 進捗管理(→第3章第4節)

仮置場 自衛隊との連携・仮置場確保(→第3章第1節3）
仮置場の確保・整備・運用(→第3章第1節3）

分別の看板や仮置場設置場所の地図を作成・人員確保(→第3章第1節4）
仮置場の運用管理（→第3章第1節3)

仮置場充足状況の把握（→第3章第1節3)
収集運搬 事業者へ収集運搬支援要請(→第3章第1節5，第3章第1節7)
処理処分 一般廃棄物処理施設での受入可能性を確認・処理(→第2章第3節）
優先的処理 腐敗性廃棄物等の優先的処理手配(→第3章第1節2)

　市町村が仮設 二次仮置場用地の手配・確保(→第3章第1節3)
　処理施設を 処理方法の検討(→第3章第1節2，第3章第1節6)
　設置する場合 仮設処理施設設計・積算・発注仕様書作成(→第3章第1節6)

仮設処理施設の発注・業者選定(→第3章第1節6)

搬入・搬出ルートの調整(住民・警察等)

施設建設・工事施工監理(→第3章第1節6)

【本格処理】(→第3章第1節6)
搬入・処理・搬出施工監理(→第3章第1節6)

仮置場火災防止、悪臭、環境モニタリング(→第3章第2節)
作業環境・安全の確保(→第3章第1節3)

資源化先への搬出・確認(→第3章第1節6）
仮設施設解体撤去・仮置場復旧･返還(→第3章第1節3，第3章第1節6)

危険家屋等の撤去（→第3章第1節8）
※公費解体を実施する場合 公費解体の手続き(→第3章第1節8)

解体撤去発注(→第3章第1節8)
(仮置場保管状況把握） 解体撤去の進捗管理・事務(→第3章第1節8)

発生量推計 避難所ごみ発生量の推計(→第3章第3節1)
収集運搬 収集運搬手配，支援要請 避難所等の避難所ごみの収集運搬(→第3章第3節2)

収集運搬車両・資機材等を近隣市町村・県へ支援要請(→第3章第3節2)
燃料確保・供給の調整（→第2章第3節）

住民への広報 窓口の設置・広報(→第2章第4節)

発生量推計 し尿発生量の推計(→第3章第3節1)
収集運搬 収集運搬手配，支援要請 避難所等のし尿の収集運搬(→第3章第3節2)

収集運搬車両・資機材等を近隣市町村・県へ支援要請(→第3章第3節2)
燃料確保・供給の調整(→第3章第3節2)

仮設トイレ 仮設トイレ増設の検討(→第3章第3節2)
仮設トイレの撤去(→第3章第3節2)

住民への広報 窓口の設置・広報(→第2章第4節)

補修・復旧 処理施設の被害状況の把握，安全性の確認，報告，支援要請(→第3章第3節3)
支援要請 近隣自治体，県へ受入支援要請(→第3章第3節2)
分別指揮 分別の指揮（→第3章第3節）
他地区の受入 施設が被災していない場合は広域処理受入条件等を連絡し受入

施
設

業務

総
務
関
係

計
画
関
係

処
理
関
係

生活

ごみ

・

避難

所ご

み

関係

し
尿
関
係

損壊家屋等の
解体撤去※
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災害᫬に㏿ࡸかに行ືできるよう、教育・カ⦎を定期ⓗにᐇ施します。 

なお、教育・カ⦎によってᚓられた課㢟は、本計画の見直しに活用します。 

 

(1) 職員への教育・訓練 

ᅗ １-１０に災害廃棄物処理に必要な⬟ຊ（例）を♧します。これらの災害廃棄物処理に必要

な▱識ࡸᐇ行ຊを㧗めるため、職員にᑐして本計画を࿘▱し、以下の事項について、定期ⓗに教

育・カ⦎をᐇ施します。 

・過ཤの災害廃棄物処理の経験に学ࡪ教カ 

・災害廃棄物処理に係る関㐃法令 

・災害廃棄物のศ別、௬置場の⟶理に係るᐇ務 

・災害廃棄物の処理方法 

・災害廃棄物処理ᐇ行計画の⟇定ᡭ㡰 

・災害報࿌᭩స成・補ຓ㔠஺௜申ㄳ事務に係るᐇ務 

・㐃⤡カ⦎、ᐇືカ⦎ 等 

 

 

出典㸸災害廃棄物に関する◊ಟ࢞イࢵࣈࢻク総ㄽ編（ᅜ❧環境◊✲所、2017 年 3 月） 

図 １-１０ 災害廃棄物処理に必要な能力（例） 

 

(2) 経験の継承 

東日本大㟈災における災害廃棄物処理のึື期から᚟ᪧ・᚟⯆期までの行ືをグ㘓し、経験を

⥅ᢎすることにより、௒ᚋの災害に備࠼、災害᫬の෇⁥かつ㎿㏿なᑐ応に生かします。 
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  災害廃棄物処理のための体制等                 
 

 
 

(1) 組織体制の構築 

本市の災害ᑐ⟇本部の組織体ไをᅗ ２-１に♧します。災害᫬は、本計画及び地域㜵災計画に

基づき、災害廃棄物処理の組織体ไをᵓ⠏し、ᣦ᥹系⤫を☜❧します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典㸸かすみがうら市地域㜵災計画（令和ඖ年 9月） 

  

・総務部長

・市長公室長

・市民部長

・保健福祉部長

・都市産業部長

・建設部長

・消防長

・教育部長

・会計管理者

・議会事務局長

・農業委員会事務局長

・消防団長

災害対策部

医療・防疫対策部

衛生対策部

災害予算対策部

市民情報及び財産調
査・調整対策部

かすみがうら市災害対策本部（防災センター内）

議員対策部

広報対策部

本　部　員

本　部　長
（市　　長）

副　本　部　長
（副市長・教育長）

避難所及び災害時教
育対策部

事業所連携及び産業
保全対策部

災害復旧事業対策部

現金出納対策部

給水計画、上下水道
応急復旧対策部

消火・救助救急対策部

救援物資・救護対策部

図 ２-１ 災害対策本部の組織体制 
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災害廃棄物の処理は、主に衛生対策部（市民部生活環境課）が担当します。 

災害廃棄物処理の組織体制を図 ２-２に、災害廃棄物に係る業務内容と組織体制を表 ２-１に

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-２ 災害廃棄物処理の組織体制 

  

・新治地方広域事務組合環境クリーンセンター

（令和 2年度まで） 

・霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設（令和 3

年度より） 

・湖北環境衛生組合石岡クリーンセンター 

・ごみ収集事業者 

・し尿収集事業者 

かすみがうら市災害対策本部 

・民間収集運搬事業者 

・廃棄物処理業者 

・解体事業者 

かすみがうら市災害廃棄物対策チーム 

統括責任者：市民部長 

責任者：生活環境課長 

総務 

財務 

計画 

災害廃棄物の処理 

仮置場の維持管理 

生活ごみ・避難所
ごみ・し尿の処理 

損壊家屋等の撤去 
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表 ２-１ 災害廃棄物に係る業務内容と組織体制 

業務 業務内容 担当課 

処理 計画 ・ 被災状況の把握 

・ 災害廃棄物発生量の推計 

・ 処理フロー・実行計画の策定、更新、進捗管理 

・ 県内自治体・民間処理施設能力の把握、最終埋立処分

場の容量確保、再生利用先確保 

生活環境課 

災害廃棄物の

処理 

・ 災害廃棄物処理施設との連絡・調整 

・ 収集・運搬事業者との連絡・調整 

・ 民間事業者に対する業務発注仕様書作成 

生活環境課 

仮置場の維持

管理 

・ 仮置場の確保（担当部署調整、地域住民への説明等） 

・ 開設準備（動線・分別配置設計・必要資機材の調達） 

・ 搬入出ルートの調整（地域住民、警察等） 

・ 仮置場搬入出・保管運用計画の策定 

・ 環境保全等のモニタリング 

・ 仮置場の復旧・返還 

生活環境課 

生活ごみ・し

尿の処理 

・ 仮設トイレ不足状況の把握・仮設トイレの支援要請・調達 

・ ごみ・し尿収集車両の調達、燃料供給の調整 

・ ごみ処理計画、し尿処理計画の策定 

生活環境課 

総務 総務 ・ 災害対策本部との連絡調整 

・ 職員人員配置 

・ 近隣市町村、県、国、関係機関・関係団体へ支援要請 

・ 情報収集、関係者の調整 

・ 住民への広報・問合せ対応等 

生活環境課 

財務 ・ 予算確保･管理 

・ 処理契約、補助金申請事務 

生活環境課 

損壊家屋等の撤去 ・ 日常生活や車両通行に支障を及ぼす家屋等の把握 

・ 必要に応じて損壊家屋等の解体撤去に係る発注･監理 

・ 解体撤去の申請受付 

生活環境課 

※各業務に必要な人数は、時間の経過とともに変わるため、人員の配置や体制は随時見直しを行う必要があります。 

※地域防災計画の組織体制等の変更に伴い見直しを行います。 
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【災害時】 

(1) 被害状況等の情報収集と連絡 

 。一般廃棄物処理施設の⿕害≧ἣ、᚟ᪧ᫬期等をᢕᥱし、県に㐃⤡します ۑ

 。市内の災害廃棄物のⓎ生≧ἣ（場所・量）に関する情報をᢕᥱします ۑ

 。௬置場の඘㊊≧ἣに関する情報をᢕᥱします ۑ

 。本市が཰集する情報を表 ２-２、県から཰集する情報を表 ２-３に♧します ۑ

 

(2) 事業者に関する情報収集 

 。業廃棄物処理施設のཷධ可⬟量・条௳等に関する情報をᢕᥱします⏘ ۑ

 

(3) 情報提供 

一般廃棄物処理施設が⿕災していない場合、他地区からのཷධ可⬟量・条௳に関する情報 ۑ

ᥦ౪を行います。 
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表 ２-２ 本市が収集する情報 

分類 収集内容 情報源等 目的 

被災状況 

・ ライフライン（停電・断水・ガス供給）の停止と

復旧見込み 

・ 下水道被災状況 

市災害対策本部 支援要請の検討、

連絡手段の検討 

避難状況 
・ 避難所所在地と避難者数 避難所ごみ・し尿

発生量の把握 

道路被害 ・ 道路被害、渋滞情報 収集運搬の検討 

建物被害 

・ 全半壊の建物数と解体・撤去を要する建物

数 

・ 水害の状況（浸水範囲・面積、床上・床下浸

水戸数） 

災害廃棄物発生量

の推計 

廃棄物 

処理施設 

・ 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設、し尿

処理施設、最終処分場等）の被害状況 

一部事務組合 

近隣市町村 

支援要請の検討、

処理方法の検討 

廃棄物 

・ ごみ集積所（ごみステーション）に排出され

た生活ごみの状況 

・ 指定場所以外に投棄された災害廃棄物の

状況 

現地確認 

委託事業者等 

優先的に処理すべ

き廃棄物の検討 

・ 災害廃棄物の種類と量 

・ 有害廃棄物の発生状況 

・ 腐敗性廃棄物の発生状況 

災害廃棄物発生量

の推計 

処理方法の検討 

仮置場 

・ 仮置場設置場所、面積、充足状況 

・ 仮置場への搬入状況 

・ 仮置場周辺の環境、苦情等 

仮置場の広報 

仮置場管理 

処理処分 
・ 処理処分の数量管理・進捗状況 

・ 処理処分先の確保・契約状況 

進捗管理 

必 要 な 支

援 

・ 仮設トイレその他の資機材ニーズ 

・ 人材・人員の支援ニーズ 

・ ・その他の支援ニーズ 

支援要請の検討 

 

表 ２-３ 県から収集する情報 

分類 収集内容 情報の活用方法 

廃棄物 

処理施設 

・ 被災していない市町村の一般廃棄物処理施設における受入可

能量・条件等 

処理処分先の確保 

・ 産業廃棄物処理施設（焼却施設・最終処分場）、資源化施設の

受入可能量・条件等 

・ 県外の廃棄物処理施設や資源化施設の受入可能量・条件等 

廃棄物 

・ 災害廃棄物の発生量推計関連 

・ 有害廃棄物の処理方法 

・ 腐敗性廃棄物の処理方法 

災害廃棄物発生量

の推計 

処理方法の検討 

仮置場 
・ 県有地等の仮置場候補地 

・ 仮置場の適切な運営管理方法 

仮置場の広報 

仮置場管理 

必要な 

支援 

・ 仮設トイレその他の資機材支援 

・ 人材・人員の支援 

・ その他の支援 

不足分の補充 
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【平常時】  

(1) 連絡窓口一覧表の整備 

○ 連絡窓口一覧表を随時更新し、県、他市町村及び市民と共有します。 

 

(2) 連絡手段の整備 

○ IP 電話、防災無線（地上系無線、中継用無線）、衛星電話等を調達し、複数の連絡手段を

準備します。また、非常用電源等を確保しておきます。災害時の通信系統を図 ２-３に示

します。 

○ 情報機器及び周辺機器は、水害等の被害に遭わない場所に設置します。 

○ 収集運搬業者等との災害時の連絡方法を確認します。 

 

 

出典：かすみがうら市地域防災計画風水害対策（令和元年 9月） 

図 ２-３ 災害時の通信系統 
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【災害時】 

(1) 県内・県外の相互支援体制 

ᅗ ２-４に災害廃棄物処理に係ࢃる県内・県እの┦互ᨭ᥼体ไを♧します。本市が⿕災した場

合は、茨城県ࡸ⿕災していない県内の市⏫ᮧ、事業者等にᨭ᥼要ㄳを行います。 

 

出典㸸茨城県災害廃棄物処理計画（茨城県、平成 29 年 2月） 

図 ２-４ 災害廃棄物処理に係わる県内・県外の相互支援体制 
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(2) 県内広域処理体制 

本市が、災害廃棄物処理に単独で対応しきれない場合は、近隣の市町村へ支援を求め、連携し

て対応します。一部事務組合は、ごみ処理に係る技術力や経験を生かし、災害廃棄物の処理を行

います。図 ２-５に市町村のごみ処理相互支援協定を示します。茨城県内の市町村は 5 地区に区

分されており、それぞれの地区でごみ処理の相互支援協定を締結しています。なお、本市は石岡

地区に該当します。 

 

 

出典：茨城県災害廃棄物処理計画資料編（茨城県、平成 29 年 2月） 

図 ２-５ 市町村のごみ処理相互支援協定 
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表 ２-４に本市が県内外の市町村と締結している災害時相互応援協定一覧を示します。災害時

には、協定に基づき支援要請を行います。 

 

表 ２-４ 災害時相互応援協定一覧 

協定名称 締結年月日 締結先 

災害時等の相互応援に関する協定 H6.4.1 県内全市町村 

災害時における相互援助に関する協定 H7.11.1 

板橋区、日光市、都留市、鴨川市、渋川

市、桜川市、田上町、白河市、最上町、

妙高市、高崎市、沼田市 

廃棄物と環境を考える協議会加盟団体

災害時相互応援協定 
H25.7.12 

北茨城市、筑西市、鹿嶋市、潮来市、牛

久市、土浦市、石岡市、桜川市、結城

市、常総市、守谷市、つくばみらい市、

坂東市、常陸太田市、城里町、常陸大宮

市、那珂市、神栖市、高萩市、茨城町、

水戸市、笠間市、小美玉市、東海村、那

須塩原市、大田原市、那須町、那須鳥山

市、那珂川町、佐野市、栃木市、岩舟

町、野田市、四街道市、浦安市、鴨川

市、流山市、東金市、九十九里町、大網

白里市、山武市、横芝光町、芝山町、我

孫子市、柏市、白井市、鎌ケ谷市、昭島

市、上野原市、笛吹市、南アルプス市、

中央市、昭和町、市川三郷町、甲斐市、

富士川町、館林市、板倉町、明和町、千

代田町、大泉町、藤岡市、高崎市、みな

かみ市 

在日米軍再編に係る訓練移転先６基地

関係自治体連絡協議会における大規模

災害等の相互応援に関する協定 

H27.3.31 

千歳市、苫小牧市、三沢市、東北町、六

ヶ所村、小美玉市、行方市、鉾田市、茨

城町、小松市、加賀市、能美市、川北

町、築上町、行橋市、みやこ町、宮崎

市、西都市、新富町、高鍋町 

出典：かすみがうら市地域防災計画（資料編）（令和元年 9月） 

 

  



第２章 災害廃棄物処理のための体制等  第３節 協力・支援体制 
 

28 
 

 

(3) 県及び事業者との連携による処理 

大量の災害廃棄物が発生した場合、本市又は組合の一般廃棄物処理施設で処理しきれないこと

が想定されます。また、がれき類等の災害廃棄物は、産業廃棄物に類似した性状を有することか

ら、産業廃棄物処理施設を活用して処理を行います。茨城県を通じて、一般社団法人茨城県産業

資源循環協会等の関係団体に要請を行い、災害廃棄物処理を実施します。 

表 ２-５に茨城県が締結している協定一覧を示します。 

 

表 ２-５ 茨城県が締結している協定一覧 

協定名称 締結先 主な内容 

全国都道府県における災害時等

の広域応援に関する協定 

全国知事会 ブロック知事会での救援等が十分実

施できない場合に応援を行う。 

震災時等の相互応援に関する協

定 

東京都、栃木県、群馬

県、茨城県、埼玉県、千

葉県、神奈川県、山梨

県、静岡県、長野県 

ブロック知事会としての災害時の支

援を行う。 

災害時等における福島県、茨城

県、栃木県、群馬県及び新潟県

五県相互応援に関する協定 

福島県、茨城県、栃木

県、群馬県、新潟県 

被災県が被災していない県に要請す

る応援業務が円滑に実施されるよう

相互応援に関し、必要な事項を定め

ている。 

災害時における廃棄物処理等の

協力に関する協定書 

一般社団法人茨城県産業

資源循環協会 

県は、市町村等からの要請に基づ

き、茨城県産業資源循環協会に災害

廃棄物の撤去や収集運搬、処理処分

等を要請する。産業資源循環協会

は、災害廃棄物の処理等に可能な限

り協力する。 

地震災害道路等応急復旧工事に

関する協定書 

一般社団法人茨城県建設

業協会 

県は、道路等の応急復旧工事を実施

する必要がある場合は、茨城県建設

業協会に協力を要請できる。 

茨城県建設業協会は、県から支援要

請があった場合に協力する。 

災害時における応急対策活動に

関する協定 

一般社団法人茨城県鳶・

土木工業会 

県は、障害物の除去等の応急対策活

動を実施する必要がある場合は、茨

城県鳶・土木工業会に協力を要請で

きる。 

茨城県鳶・土木工業会は、可能な限

り協力する。 

大規模災害時廃棄物対策関東ブ

ロック行動計画 

大規模災害時廃棄物対策

関東ブロック協議会 

災害時の廃棄物対策に関する広域連

携について検討する。 

災害時における災害し尿等の収

集運搬の協力に関する協定書 

一般社団法人茨城県環境

保全協会 

し尿、浄化槽汚泥及び災害廃棄物等 

の収集運搬に協力する。 

出典：茨城県災害廃棄物処理計画資料編（茨城県、平成 29 年 2月）を基に一部加筆修正 
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表 ２-６に本市が締結している災害時応援協定一覧を示します。 

表 ２-６ 災害時応援協定一覧 

協定名称 締結年月日 締結先 
災害種別 

労務 資機材 その他 

災害時における応急対策業務

に関する協定 
H21.8.7 

かすみがうら市建設業協

会 
○ ○  

災害時における応急対策業務

に関する協定 
H21.9.11 

かすみがうら市管工事協

同組合 
○ ○  

災害時における応急対策業務

に関する協定 
H21.9.11 

かすみがうら市電設業協

会 
○ ○  

災害時におけるレンタル機材

の優先供給に関する協定書 
H25.1.15 

株式会社共成レンテム土

浦営業所 
 ○  

災害時における緊急救援輸送

等の協力に関する協定 
H25.4.10 

社団法人茨城県トラック

協会土浦支部 
○ ○  

連携協定に関する協定書 H25.6.17 
一般社団法人日本自動車

連盟茨城支部 
  ○ 

災害時におけるレンタル機材

の優先供給に関する協定書 
H28.6.22 

日立建機日本株式会社つ

くば営業所 
 ○  

出典：かすみがうら市地域防災計画（資料編）（令和元年 9月） 

 

(4) 国・専門機関による支援 

災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）は、環境省・地方環境事務所を中心とし、国

立環境研究所、その他専門機関、関係団体から構成され、災害廃棄物処理の支援を目的として設

置されています。D.Waste-Net に技術・人材・資機材の支援を要請し、災害廃棄物の適正かつ効

率的な処理を進めます。図 ２-６に D.Waste-Net の支援体制を、表 ２-７に D.Waste-Net の機

能・役割を、表 ２-８に D.Waste-Net のメンバー構成を示します。 

 

出典：環境省ホームページ（D.Waste-Net） 

図 ２-６ D.Waste-Net の支援体制  
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表 ２-７ D.Waste-Net の機能・役割 

対応区分 機能・役割 

平
常
時 

 自治体による災害廃棄物処理計画等の策定や人材育成、防災訓練等への支援 

 災害廃棄物対策に関するそれぞれの対応の記録・検証、知見の伝承 

 D.Waste-Netメンバー間での交流・情報交換等を通じた防災対応力の維持・向上等 

発
災
時 

初
動
・
応
急
対
応 

（
初
期
対
応
） 

 研究・専門機関 

被災自治体に専門家・技術者を派遣し、処理体制の構築、生活ごみ等や片付けごみの排

出･分別方法の周知、片付けごみ等の初期推計量に応じた一次仮置場の確保・管理運営、悪

臭･害虫対策、処理困難物対応等に関する現地支援等 

 一般廃棄物関係団体 

被災自治体にごみ収集車等や作業員を派遣し、生活ごみやし尿、避難所ごみ、片付けごみの

収集・運搬、処理に関する現地支援等（現地の状況に応じてボランティア等との連携も含む） 

復
旧
・
復
興
対
応 

（
中
長
期
対
応
） 

 研究・専門機関 

被災状況等の情報及び災害廃棄物量の推計、災害廃棄物処理実行計画の策定、被災自治

体による二次仮置場及び中間処理・最終処分先の確保に対する技術支援等 

 一般廃棄物関係団体 

災害廃棄物処理の管理・運営体制の構築、災害廃棄物の広域処理の実施スキームの構築、

処理施設での受入れ調整等 

出典：環境省ホームページ（D.Waste-Net） 

表 ２-８ D.Waste-Net のメンバー構成 

対応区分 機能・役割 

初
動
・
応
急
対
応
（
初
期
対
応
） 

研究・専門機関 

国立研究開発法人 国立環境研究所 

一般社団法人 廃棄物資源循環学会 

公益財団法人 廃棄物・3R 研究財団 

専門機関 

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター 

公益社団法人 におい・かおり環境協会 

一般財団法人 日本環境衛生センター 

公益社団法人 日本ペストコントロール協会 

自治体 公益社団法人 全国都市清掃会議 

一般廃棄物関係団体 

全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会 

全国環境整備事業協同組合連合会 

一般社団法人 全国清掃事業連合会 

一般社団法人 日本環境保全協会 

復
旧
・
復
興
対
応
（
中
長
期
対
応
） 

研究機関・学会 

国立研究開発法人 国立環境研究所 

公益社団法人 地盤工学会 

一般社団法人 廃棄物資源循環学会 

専門機関 一般財団法人 日本環境衛生センター 

廃棄物処理関係団体 

一般社団法人 環境衛生施設維持管理業協会 

一般社団法人 セメント協会 

公益社団法人 全国産業資源循環連合会 

一般社団法人 泥土リサイクル協会 

一般社団法人 日本環境衛生施設工業会 

一般社団法人 日本災害対応システムズ 

一般社団法人 持続可能社会推進コンサルタント協会 

建設業関係団体 
公益社団法人 全国解体工事業団体連合会 

一般社団法人 日本建設業連合会 

輸送等関係団体 

日本貨物鉄道株式会社 

日本内航海運組合総連合会 

リサイクルポート推進協議会 

出典：環境省ホームページ（D.Waste-Net） 
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(5) ボランティアとの連携 

被災家屋等から災害廃棄物を搬出及び運搬する作業は、ボランティアの協力が必要です。ボラ

ンティアに対して、安全具の装着等の作業上の注意事項や、災害廃棄物の分別、仮置場の情報を

的確に伝えることが重要です。表 ２-９に災害廃棄物関連ボランティアに必要な物資及び標準的

な装備の例を示します。 

本市では災害時ボランティアの担当窓口を社会福祉協議会に設置し、災害時におけるボランテ

ィア活動が円滑に行われるよう、被災地ニーズの集約等の体制の整備を行います。また、本市及

び社会福祉協議会は災害時のボランティア受け入れ体制についてホームページに「ボランティア

の受入れ窓口」を掲載するなど、広く周知します。 

 

表 ２-９ 災害廃棄物関連ボランティアに必要な物資及び標準的な装備の例 

災害廃棄物関連ボランティアに必要な物資の例 

‧ 木工用カッターやノコギリ等（畳や角材の切断、場合によっては木製家具等の破砕のため） 

‧ スコップ（泥の排出のため） 

‧ フレコンバッグ※等泥入れ 

‧ 手押し車 

‧ （場合によってお掃除用の）バケツ・ホース・雑巾・ごみ袋 

災害廃棄物関連ボランティアの標準的な装備の例 

‧ 汚れてもよい服装（長袖、長ズボン）、底に鉄板の入った安全靴、帽子・ヘルメット、着替え 

‧ 防じんマスク、安全ゴーグル・メガネ 

‧ 軍手（できればゴム製）、ごみ袋 、タオル、除菌ウエットティッシュ、消毒液、虫除けスプレ

ー（夏場は必需） 

‧ （災害初期等）テントと寝袋 

‧ 食料、飲料水、簡易トイレ 

‧ 身分証明書（運転免許証、健康保険証等）、常備薬（目薬、うがい薬等） 

‧ ラジオ（余震等の情報をスムーズに得て二次災害を防止するため）等 

※フレキシブルコンテナバッグの略称。丈夫な化学繊維で織られたシートとベルトより構成される大きな袋で、

一般的に、粉末や粒状物の重量物を保管・運搬するために用いられます。土嚢（どのう）等としての利用もよ

く見かける。専門店やホームセンターで入手可能です。 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-21（環境省、平成 26 年 3月） 

 

(6) 支援受入体制の整備 

災害時に支援を受け入れるにあたり、支援が必要な場所や数量等の正確な情報を把握し提供し

ます。また、支援者に対し、具体的支援内容と本市の組織体制を明確に伝えます。 

 

【平常時】 

協定を締結している市町村や関係機関・関係団体と連絡先や資機材・人員、施設の処理能力

等に係る情報を共有し、適宜情報を更新して、災害時の迅速な対応に生かします。 
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災害廃棄物を㐺正かつ෇⁥・㎿㏿に処理するためには、市民の理ゎと協ຊが必要です。 

このため、災害廃棄物のศ別方法、௬置場の設置等について平常᫬からၨⓎ・広報を行います。

特にእᅜ人にᑐしては、ศかりࡸすいၨⓎ・広報を行う必要があります。 

災害廃棄物の୙法ᢞ棄を㜵Ṇし、ศ別をᚭᗏするためには、Ⓨ災直ᚋの広報が㔜要です。特に

水害では、水がᘬくとすࡄに⿕災した市民が一ᩧに災害廃棄物を᤼出するため、ຠᯝⓗなᡭ法で

㎿㏿に情報を࿘▱します。 

 

㸺災害᫬に広報する内ᐜ㸼 

௬置場の฼用方法等につࡸ཰集方法ࡸ災者にᑐして、災害廃棄物のศ別⿕ࡴእᅜ人をྵ ۑ

いて、ຠᯝⓗな広報ᡭ法により࿘▱します。また、ࣛ࣎ンテ࢕アにᑐしても㏿ࡸかに災

害ࣛ࣎ンテ࢕アセンターを㏻じて、同ᵝの情報を࿘▱します。 

ձ 本市࡬の問合ࡏ❆ཱྀ 

ղ 㑊㞴所におけるࡈみのศ別 

ճ 生ࡈみの཰集日・཰集ᅇ数のኚ᭦、資源ࡈみの཰集はしばらく行ࢃないこと等 

մ 災害廃棄物の཰集方法、཰集᫬間及び期間 

յ 災害廃棄物のศ別方法、生ࡈみࡸ༴㝤物を௬置場にᣢち㎸まない等のࣝーࣝ 

ն 市民がᦙධできる௬置場の場所、ᦙධ᫬間・期間等 

շ ࣛ࣎ンテ࢕アᨭ᥼౫㢗❆ཱྀ 

ո ౽஌ࡈみの᤼出、୙法ᢞ棄、野↝き等の⚗Ṇ 

չ ᦆቯᐙᒇ等のゎ体᧔ཤに係る申ㄳᡭ⥆き 

 

㸺平常᫬にၨⓎ・広報する内ᐜ㸼 

 。ます࠼市民に以下の内ᐜをఏ ۑ

ձ 災害᫬のࡈみの出し方（௬置場でのཷධ体ไがᩚうまでの間は、஺㏻にᨭ㞀をきたࡉ

ない場所に災害廃棄物を置いておくこと、資源ࡈみはしばらく཰集しないこと等） 

ղ 生ࡈみ、災害廃棄物を✀㢮別にศ別することの㔜要ᛶ（ΰ合ࡉれた廃棄物は安඲㠃・

衛生㠃で問㢟がⓎ生すること、ΰ合ࡉれた廃棄物はその処理に᫬間がかかり費用がቑ

すこと等） 

ճ 災害廃棄物の཰集方法（ศ別方法、ᡞ別཰集の᭷↓、࢞ス࣎ン࣋等の༴㝤物の཰集方

法等） 

մ ௬置場࡬生ࡈみ、༴㝤物、᭷害物㉁、ឤᰁᛶ廃棄物、⏘業廃棄物等をᣢち㎸まない等

のࣝーࣝ 

յ ௬置場の必要ᛶ（一᫬ⓗに保⟶する場所が必要であること） 

ն 一般廃棄物処理施設が⿕災した地域のࡈみࡸ災害廃棄物を一᫬ⓗにཷけධれてᨭ᥼す

ること࡬の理ゎ・協ຊ 

շ ᦠᖏࢺイࣞ等の備⵳（௬設ࢺイࣞが୙㊊する事ែにྛ者がᑐ応できるように備࠼る） 

ո ౽஌ࡈみの᤼出ࡸ୙法ᢞ棄、野↝き等の⚗Ṇ 
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◆啓発・広報の手法 

＜災害時の広報手法＞ 

○ 地域によって効果的な広報手法を確認し、市民に正確かつ迅速に周知する。また、外国人

を対象とした放送やホームページ、チラシの作成等による周知を行う。 

① 防災行政用無線 

② 広報車による呼びかけ 

③ ハンドマイク等による呼びかけ 

④ 広報誌、ビラの配布 

⑤ インターネット（緊急速報メール、ホームページ、ソーシャル・ネットワーキング・サ

ービス） 

⑥ 立て看板、掲示板等（防災施設、避難所、避難場所等） 

 

＜平常時の啓発・広報手法＞ 

○ ホームページ、防災訓練等を利用して、啓発を行う。 

○ 外国人を対象としたホームページ等による啓発を行う。 
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  災害廃棄物の処理                     
 

 
 

 

【災害時】 

(1) 災害廃棄物発生量の推計のための被害情報の把握 

 。ᘓ物の඲ቯ・半ቯᲷ数等の⿕害≧ἣをᢕᥱします ۑ

ὠ波による⿕害は、ᾐ水域を⯟✵෗┿によりᢕᥱする方法があり、それを基にᗋࡸ水害 ۑ

ୖᾐ水、ᗋ下ᾐ水のᲷ数を見✚もることができます。 

 。れる情報を活用しますࡉᑓ㛛ᶵ関からᥦ౪ࡸ県 ۑ

 

(2) 災害廃棄物発生量の推計方法 

㸺災害廃棄物Ⓨ生量の推計㸼 

 災害廃棄物のⓎ生量の推計は、表 ３-１に基づいて行います。Ⓨ生ཎ༢఩にᦆቯᐙᒇ等の⿕害

Ჷ数を஌じることで⟬出できます。推計に用いるⓎ生ཎ༢఩については、表 ３-２に♧します。 

 

表 ３-１ 推計方法 

 

出典㸸災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪 ᢏ⾡資料 14-2（環境┬、平成 31 年 4月改定） 

 

表 ３-２ 災害廃棄物の発生原単位 

建物被害等 発生原単位 

全 壊 117 トン/棟 

半 壊 23 トン/棟 

床上浸水 4.60 トン/世帯 

床下浸水 0.62 トン/世帯 

火災 
木造：減量率 34％ 

非木造：減量率 16％ 

津波堆積物 0.024 トン/m2 

出典㸸災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪 ᢏ⾡資料 14-2（環境┬、平成 31 年 4月改定） 

 

Ｙ ＝ Ｘ１ × ａ ＋ Ｘ２ × ｂ ＋ Ｘ３ × ｃ ＋ Ｘ４ × ｄ 

 Ｙ：災害廃棄物の発生量（トン） 

 Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３，Ｘ４：損壊家屋等の棟数 

   １：全壊、２：半壊、３：床上浸水、４：床下浸水 

 ａ，ｂ，ｃ，ｄ：発生原単位（トン／棟） 

   ａ：全壊、ｂ：半壊、ｃ：床上浸水、ｄ：床下浸水 



第３章 災害廃棄物の処理  第１節 災害廃棄物（生活ごみ・避難所ごみ・し尿を除く） 
 

35 
 

＜災害廃棄物の種類別発生量の推計＞ 

災害廃棄物の種類別発生量は、以下の方法で推計します。 

  

災害廃棄物種類別発生量＝災害廃棄物発生量×災害廃棄物の種類別割合 

 

災害廃棄物の種類別割合を表 ３-３に示します。 

表 ３-３ 災害廃棄物の種類別割合の設定 

 

※災害廃棄物対策指針の発生原単位と種類別の割合から設定しました。ただし、瓦、石膏ボード、畳及び家電 4 品

目については、災害廃棄物対策指針に記載されていないため、以下の資料を基に設定しました。 

・瓦、石膏ボード及び畳：「災害廃棄物の発生原単位について（第一報）国立環境研究所」の発生原単位を用いま

した。 

・家電 4品目：「平成 26 年度における家電リサイクル実績について（環境省）」「平成 26 年全国消費実態調査（総

務省）」から家電 4品目の平均重量と平均保有台数から推計し、設定しました。 

出典：茨城県災害廃棄物処理計画（茨城県、平成 29 年 2月） 

 

(3) 災害廃棄物発生量の見直し 

災害廃棄物発生量の推計は、災害情報、被害情報、発生原単位を適切に更新することにより、

段階に応じてその精度を高める必要があります。 

建物の被害棟数の情報は、時間の経過とともに変わります。トラックスケールでの計量、仮

置場内の測量等による実績値を用いて、発生量を見直します。災害廃棄物発生量の見直しを図 

３-１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：災害廃棄物対策指針 （改定版）（環境省、平成 30 年 3月） 

図 ３-１ 災害廃棄物発生量の見直し  

災害廃棄物の種類 発生原単位（全壊） 発生原単位（半壊）
木くず（柱角材） 3.510ｔ/棟 0.690ｔ/棟
コンクリートがら 67.860ｔ/棟 13.340ｔ/棟
コンクリートがら（瓦） 1.500ｔ/棟 0.295ｔ/棟
金属くず 3.510ｔ/棟 0.690ｔ/棟
可燃物 9.160ｔ/棟 1.801ｔ/棟
不燃物 29.288ｔ/棟 5.757ｔ/棟
腐敗性廃棄物（畳） 0.200ｔ/棟 0.039ｔ/棟
廃家電製品（家電４品目 0.272ｔ/棟 0.054ｔ/棟
その他処理困難な廃棄物等（石膏ボード） 1.700ｔ/棟 0.334ｔ/棟
計 117.000ｔ/棟 23.000ｔ/棟

災害廃棄物処理の進捗管理 

   災害情報   被害情報 

実績値による見直し 
実際の津波浸水範囲 

   浸水深など 

  被害情報   発生原単位 

事前に設定した原単位 

災害廃棄物量（実績）の管理 発生量の推計 

 発生原単位 

事前に設定した原単位 

＝ × ×

実際の被害棟数 

 

  計測値（重量） 

  発生原単位 
  津波浸水範囲 

浸水深など（衛星写真） 
 

実際の撤去（必要に

応じて解体）棟数 

   災害情報 

発
災

 データのアップデート 

被害棟数 
（実態） 

発生量（実績） 
トラック台数 

発生量 災害情報 被害情報 発生原単位 

発生前 

○日後 

○カ月後 

 被害情報 

 被害想定 

   災害情報 

内閣府のハザード情報 
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【平常時】 

○ 災害廃棄物発生量の推計方法を確認するとともに、被害想定に基づいた災害廃棄物発生

量の推計を行い、想定される災害廃棄物発生量を把握します。 

 

「茨城県南部の地震」で想定される建物被害（表 １-１）より推計される災害廃棄物の種類

別発生量を表 ３-４に示します。風水害については、床上・床下浸水の被害棟数の被害想定が

なされた後に、表 ３-１の推計方法に基づき災害廃棄物の発生量の推計を行います。 

 

表 ３-４ 災害廃棄物の種類別発生量（茨城県南部の地震） 

種類 発生量（ｔ） 

可燃物 

木くず（柱角材） 945 

可燃物 2,466 

腐敗性廃棄物（畳） 54 

小計 3,465 

不燃物 

コンクリートがら 18,271 

コンクリートがら（瓦） 404 

金属くず 945 

不燃物 7,885 

廃家電製品（家電 4 品目） 73 

その他処理困難な廃棄物等（石膏ボード） 458 

小計 28,036 

合計 31,501 

※表中の数量は端数処理の関係上、合計が合わない場合があります。 
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災害廃棄物の処理は、環境㈇Ⲵのప減ࡸ資源の᭷ຠ฼用のほⅬから、可⬟な㝈りリࢧイクࣝ

を進め、↝༷処理量及び᭱⤊処ศ量の๐減にດめます。 

災害廃棄物の✀㢮別の処理方法について、基本ⓗな考࠼方を表 ３-５に♧します。 

 

表 ３-５ 災害廃棄物処理の考え方 

種類 処理の考え方 

木くず 

・破砕処理や焼却処理を行う。 

・家屋の柱や倒木は、リサイクル材としての価値が高いため、極力リサイクルに努め

る。 

・合板くずや小片木くずは、燃料としてサーマルリサイクルする等により極力リサイク

ルに努める。 

・木くずを破砕すると、発酵して品質が劣化するため、長期間保存ができない。破砕

しない（嵩張る）状態で保管するためのストックヤードの確保が必要。 

・再生利用先の受入条件の調整が必要。 

・木くずは、水に濡れると腐敗による悪臭が発生し、リサイクルが困難となる場合があ

るので、保管の方法や期間には注意が必要。 

コンクリートがら等 

・破砕処理を行う。 

・極力土木資材としてのリサイクルに努める。 

・コンクリートがらは多量に発生する。路盤材等としてリサイクルできるが、路盤材の

需要を上回る量のコンクリートがらを処理すると、路盤材としてすぐに利用できな

い。路盤材としてすぐに利用できない場合は、コンクリートがらを仮置場で保管す

る。 

・瓦：極力土木資材としてのリサイクルに努める。リサイクルできないものは埋立処分

する。 

・ガラス・陶磁器くず：極力土木資材としてのリサイクルに努める。リサイクルできない

ものは埋立処分する。 

・スレート板：石綿が含有されているおそれがあるため、シート掛け等をして石綿が飛

散しないように保管する。リサイクルできないものは埋立処分する。 

・土砂混じりがれき：ふるい選別等により土木資材、セメント原料としてのリサイクルに

努める。 

金属くず 
・売却を基本とするが、選別が困難である等によりリサイクルできないものは埋立処

分する。 

可燃物 

・布団・カーペット類：切断後、焼却処理を行う。水分を含んだ布団は、破砕が難しく

燃えにくいため、乾燥することが望ましい。 

・プラスチック類：極力セメント原燃料等にリサイクルし、リサイクルできないものは焼

却処理する。 

不燃物 
・破砕選別、磁力選別、手選別等により選別の精度を向上し、極力リサイクルに努

め、残さは埋立処分する。 
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種類 処理の考え方 

腐敗性廃棄物 

・水害で発生する腐敗性廃棄物は、汚水を含み重量が増加する。水に濡れると腐

敗による悪臭が発生するため、優先的に処理を行う。 

・畳：仮置場から優先的に搬出後、切断等を行い、セメント原燃料等にリサイクルす

る。リサイクルできないものは焼却処理する。水に浸かった畳は、発酵し火災が発

生するおそれがあるため、仮置場内での保管に注意し、優先的に搬出する。 

・食品：食品･飼肥料工場等から発生する原料及び製品等は、所有者が優先的に焼

却等の処理を行う。 

津波堆積物 ・ふるい選別等により土木資材、セメント原料としてのリサイクルに努める。 

廃家電製品 

・エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機の 4 品目は、家電リサイク

ル法に従い、所有者が引き取り業者へ引き渡すことを原則とする。4 品目以外の電

気製品については、破砕して金属等のリサイクルに努める。 

・水害で発生する泥が付着した廃家電製品は、リサイクルが困難となる場合があるの

で、洗浄等することでリサイクルに努める。 

廃自動車等 

・自動車は自動車リサイクル法に従い、所有者が引き取り業者に引き渡すことを原則

とする。 

・水害により車内に土砂が堆積した場合は、土砂を取り除いてから搬出するように努

める。 

廃船舶 ・所有者が専門の事業者に依頼し、極力リサイクルに努める。 

有害廃棄物 

・農薬・化学薬品、石綿含有廃棄物、感染性廃棄物等は分別して保管し、専門の業

者で処理を行う。 

・PCB 廃棄物は、PCB 特別措置法に従い、保管事業者が適正に処理を行う。 

その他処理が困

難な廃棄物等 

・危険物：消火器、ガスボンベ類、油類は、分別して保管し、専門の事業者で処理を

行う。 

・マットレス・ソファ類：切断後、金属の回収、焼却処理を行う。 

・石膏ボード：汚れがないこと、板状であること（製造番号等が識別できること）が受入

要件であり、仮置場において雨等で濡れないよう保管して、石膏ボード原料とす

る。汚れ・水濡れ等のものは埋立処分する。 

・太陽光発電設備（家庭用）：感電に注意して取り扱う。金属等のリサイクルに努め

る。 

・漁網：漁網には錘に鉛等が含まれていることから分別し、破砕・焼却処理や埋立処

分を行う。 

・混合廃棄物：可燃物、不燃物、細かいコンクリート片、土砂、金属等を含むため、で

きるだけ選別処理することでリサイクルに努める。 

※災害廃棄物の処理の主体は基本的に本市ですが、所有者等が処理するものもあります。 

 

以上の処理の考え方のもと、災害廃棄物の処理方法は図 ３-２、図 ３-３を基本とします。 
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図 ３-２ 災害廃棄物の種類別の処理方法 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-３ 災害廃棄物の種類別の処理方法（最大規模の場合） 
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௬置場は、災害廃棄物を一᫬ⓗに集✚する場所です。௬置場の区ศと特ᚩを表 ３-６に♧し

ます。県内እの᪤Ꮡ施設を᭱大㝈活用しても┠ᶆ期間内に処理することができない⭾大な量の

災害廃棄物がⓎ生した場合は、஧次௬置場内に௬設処理施設の設置が必要となります。また、

一次௬置場でのศ別ࡸస業ス࣌ースが୙༑ศな場合は、஧次௬置場内で再ศ別・保⟶を行う場

合もあります。 

表 ３-６ 仮置場の区分と特徴 

区ศ ᶵ⬟ 特ᚩ 

一次௬置場 ௬置場 

͌ ಶ人の生活環境・✵間の☜保・᚟ᪧ等のため、ᦆ

ቯᐙᒇ等から災害廃棄物を、⿕災市⏫ᮧ内にお

いて、一᫬ⓗに集✚する場所 

͌ 処理（リࣘース・リࢧイクࣝをྵࡴ）前に、௬置

場にある災害廃棄物を一定期間、ศ別・保⟶して

おく場所 

͌ ⿕災⌧場௜㏆

に設置 

஧次௬置場 

௬設処理 

施設用地 

͌ ௬設の◚○・↝༷施設等の設置及び処理స業等

を行うための場所 
͌ 大規ᶍで設置

数がᑡない 

͌ 長期間㐠用ࡉ

れる場合がከ

い 

௬置場 
͌ 一次௬置場でのศ別ࡸస業ス࣌ースが୙༑ศな

場合に、再ศ別・保⟶しておく場所 

保⟶用地 

͌ ௬設処理施設の⬟ຊ以ୖにᦙධࡉれる災害廃棄

物の保⟶場所 

͌ ௬設処理施設からⓎ生する処理残ࡉの保⟶場所 

͌ 㟂要୙㊊により⁫␃する再資源໬物の保⟶場所 

出典㸸災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪 ᢏ⾡資料1-14-1（環境┬、平成 26 年 3月） 
 

௬置場では、෇⁥に㏻行できるよう一方㏻行のື⥺とし、௬置場内の㓄置がศかりࡸすいよ

う㓄置ᅗを事前㓄ᕸまたはධཱྀで㓄ᕸします。地㟈によるᮌ㐀ᐙᒇの⿕害がከい場合は、ᮌく

 。の๭合が大きくなります␚ࡸの๭合が大きくなり、水害の場合は、ᐙ㟁ࡎ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ͤศ別ရ┠ࡈとの㠃✚の๭合は例であり、災害ࡸᦆቯᐙᒇ等の✀㢮によってኚ໬します。 

図 ３-４ 一次仮置場の分別配置の例 
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【災害時】 

(1) 仮置場の確保、設置 

○ 次の手順を参考に仮置場を確保します。 

①平常時に選定した仮置場候補地が使用できるか検討します。 

（仮置場候補地や周辺道路の被災状況、仮置場候補地の他の用途での利用有無等） 

②仮置場候補地の所有者や管轄部署に使用する期間や条件を確認します。 

③仮置場候補地の現地確認を行います。 

○ 仮置場の近隣住民に対して、仮置場の必要性について説明し、理解を得た上で設置します。 

○ 仮設処理施設の設置を行う二次仮置場が必要となる場合は、その用地を確保します。 

○ 二次仮置場と仮設処理施設を設置する場合でも、仮設処理施設が稼働するまでの半年から   

1 年間は、一次仮置場で災害廃棄物の搬入・搬出を行う必要があり、一次仮置場が不足す

る事態とならないように土地を確保し、運用します。 

○ 仮置場設置時の留意点を表 ３-７に示します。 

  

表 ３-７ 仮置場設置時の留意点 

【解説】仮置場設置時の留意点 

仮置場を設置する場合は、以下に留意する。 

・ 仮置場を開設する際に土壌汚染の有無を把握するように努める。 

・ 仮置場内の搬入・通行路は、大型車が走行できるように整備する。 

・ 仮置場内の渋滞や混乱を避けるために一方通行の動線とし、分別種類ごとの分別配置図と

看板を設置する。 

・ 仮置場までの主な道路に案内看板等を設置する。 

・ 仮置場までの道路渋滞の発生を防ぐため、仮置場の搬入・搬出ルートを警察と相談する。 

・ 仮置場では火災のおそれがあり、危険物や有害物が

保管されることもあることから、仮置場の設置場所

等を消防に連絡する。 

・ 水害等による災害廃棄物から汚水の発生が懸念さ

れる場合、遮水シートの設置等により汚水による公

共水域や土壌・地下水の汚染の防止に努める。また、

必要に応じて排水溝や排水処理設備等を設置する

等により、敷地外への漏出防止対策を講じる。 

 

(2) 仮置場搬入に係る住民への周知 

住民が仮置場へ搬入する場合は、分別等のルールと仮置場の場所等を周知する必要があります。

そのため地域ごとに効果的な広報手法により周知します。 

 

 

  

遮水シートを敷設した仮置場の事例
出典：仙台市ホームページ 
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(3) 仮置場での作業内容 

仮置場内で車両の誘導及び災害廃棄物の荷下し補助、分別等の作業を行います。災害廃棄物の

搬入車両が多い時期には、少なくとも 1 つの仮置場で 20 名程度の人数が必要となるため、人数

が不足する場合には、他の部署や他市町村等に支援要請を行い、人数を確保します。また、本市

自ら対応できない仮置場内の作業は民間事業者に業務委託します。 

 

(4) 仮置場の管理 

表 ３-８に示す仮置場の管理を実施するため、職員を配置し、または事業者等へ業務委託しま

す。また、表 ３-９に一次仮置場の管理で必要となる主な資機材の例を示します。 

 

表 ３-８ 仮置場の管理 

飛散防止策 

・粉じんの飛散を防ぐため、散水を適宜実施する。 

・ごみの飛散防止のため、覆い（ブルーシート等）をする。 

・仮置場周辺への飛散防止のため、ネット・フェンス等を設置する。 

臭気・衛生対策 
・腐敗性廃棄物は長期保管を避け、優先的に焼却等の処理を行う。 

・殺虫剤等薬剤の散布を行う。 

火災防止対策 
・可燃性廃棄物は、積み上げは高さ 5m 以下、災害廃棄物の山の設置面積を

200m2 以下、災害廃棄物の山と山との離間距離は 2m 以上とする。 

作業員の安全管理 ・作業員は、防じんマスク、ヘルメット、安全靴、手袋、長袖を着用する。 

仮置場の監視 

・他市町村からの災害廃棄物の搬入を防止するため、被災者の身分証や搬入

申請書等を確認して搬入を認める。 

・生ごみや危険物等の不適切な廃棄物の搬入を防止するため、仮置場入口に

管理者を配置し、確認・説明を行う。 

・仮置場の搬入受入時間を設定し、時間外は仮置場入口を閉鎖する。 

・夜間の不適切な搬入や安全確認のため、パトロールを実施する。 

災害廃棄物の数量の

管理 

・日々の搬入・搬出管理（計量と記録）を行う。停電や機器不足により台貫等によ

る計量が困難な場合は、搬入・搬出台数や集積した災害廃棄物の面積・高さを

把握することで、仮置場で管理している廃棄物量とその出入りを把握する。 

出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成 26 年 3月）を基に作成 
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表 ３-９ 一次仮置場の管理で必要となる主な資機材の例 

区分 主な資機材リスト 用途 必須 
必要に

応じて 

設
置 

敷鉄板、砂利 大型車両の走行、ぬかるみ防止  ○ 

出入口ゲート、チェーン、

南京錠 

保安対策（進入防止）、不法投棄・盗難等 の

防止 
○  

案内板、立て看板、場内配

置図、告知看板 

運搬車両の誘導、災害廃棄物の分別区分の

表示、お知らせ・注意事項の表示等 
○  

コーン標識、ロープ 
仮置き区域の明示、重機の可動範囲・立ち入

り禁止区域の明示等の安全対策 
 ○ 

受付 搬入受付 ○  

処
理 

フォーク付のバックホウ

等 

災害廃棄物の粗分別、粗破砕、積み上げ、 搬

出車両の積み込み 
○  

移動式破砕機 災害廃棄物の破砕  ○ 

運搬車両（パッカー車、平

ボディ車、大型ダンプ、ア

ームロール車等） 

災害廃棄物の搬入・搬出 ○  

作
業
員 

保護マスク、めがね、手袋、

安全（長）靴、耳栓 
安全対策、アスベスト吸引防止 ○  

休憩小屋（プレハブ等）、

仮設トイレ 
作業員のための休憩スペース、トイレ  ○ 

クーラーボックス 作業員の休憩時の飲料水の保管  ○ 

管
理 

簡易計量器 災害廃棄物の搬入・搬出時の計量  ○ 

シート 土壌汚染の防止、飛散防止  ○ 

仮囲い 
飛散防止、保安対策、不法投棄・盗難防止、 

騒音低減、景観への配慮 
 ○ 

飛散防止ネット 飛散防止  ○ 

防塵ネット 粉じんの飛散防止  ○ 

タイヤ洗浄設備、散水設

備・ 散水車 
粉じんの飛散防止  ○ 

発電機 

電灯や投光機、水噴霧のための電力確保、 

作業員の休憩スペースにおける冷暖房の稼 

働用 

 ○ 

消臭剤 臭気対策  ○ 

殺虫剤、防虫剤、殺鼠剤 害虫対策、害獣対策  ○ 

放熱管、温度計、消火器、

防火水槽 

火災発生防止（堆積物内部の放熱・温度・ 一

酸化炭素濃度の測定） 
 ○ 

掃除用具 仮置場その周辺の掃除（美観の保全）  ○ 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 17-1（環境省、平成 31 年 4月改定） 
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(5) 仮置場の返還 

仮置場を設置した場合は、災害廃棄物の搬出、仮設処理施設の解体撤去後、土壌調査を実施し、

返還に関わる条件に従い原状復旧して所有者へ返還します。図 ３-５に仮置場の返還フロー、図 

３-６に仮置場の返還までの段階写真を示します。 

 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 18-6（環境省、平成 31 年 4月改定） 

図 ３-５ 仮置場の返還フロー 

 

         

         
出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 18-6（環境省、平成 31 年 4月改定） 

図 ３-６ 仮置場の返還までの段階写真 
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【平常時】 

(1) 仮置場候補地の選定 

○ 速やかに被災現場から災害廃棄物を搬出するため、災害直後から仮置場を確保することが    

重要です。特に水害では、水が引くと直ちに災害廃棄物が搬出されます。そのため、被害 

想定に対応した仮置場の面積、設置場所及び設置数を考慮し、仮置場候補地を選定してお 

きます。 

○ 本市では、地震や風水害等の災害の種類ごとに被災地が異なるため、それぞれの災害を考 

慮した一次仮置場候補地を選定しておきます。 

○ 災害廃棄物を再生利用するための保管場所として、また、災害廃棄物の適切な処理を行う

ために必要な選別、破砕、焼却等を行う場所として、二次仮置場が必要となる場合があり

ます。そのため、二次仮置場は、一次仮置場よりも広い面積の候補地を選定しておきます。 

○ 仮置場候補地の近隣住民に対して、仮置場の必要性について説明し、理解を得るように努

めます。 

○ 仮置場候補地内の分別配置図の作成等について準備しておきます。 

○ 仮置場候補地は、表 ３-１０に示す事項を考慮して選定します。 

 

表 ３-１０ 仮置場候補地の選定の際に考慮する点 

◆仮置場候補地の選定の際に考慮する点 

＜選定を避けるべき場所＞ 

・学校等の避難場所として指定されている施設及びその周辺はできるだけ避ける。 

・周辺住民、環境、地域の基幹産業への影響が大きい地域は避ける。 

・水害による災害廃棄物は、汚水が発生するおそれがあることから水源に留意し、近接す

る場所を避ける。 

・浸水想定区域等を避ける。（ハザードマップを参照する） 

・二次仮置場は、長期間に渡り、大量の災害廃棄物を仮設処理施設により破砕選別、焼却

処理を行う場合があるため、周辺環境への影響を考慮して選定する。 

＜候補地の絞込み＞ 

・重機等により災害廃棄物を分別・保管するため、できる限り広い面積を確保する。 

・公園、グラウンド、公民館、廃棄物処理施設等の公有地。 

・未利用工場跡地等で長期間利用が見込まれない民有地（借り上げ）。 

・候補地における自衛隊の野営場や避難所・応急仮設住宅等、他の土地利用のニーズの有

無を確認する。 

・効率的な搬出入ルート、必要な道路幅員を確保する。 

・敷地の搬入・通行路は、大型車が走行できるようコンクリートまたはアスファルト敷が

好ましい。 

・長期間使用できることが好ましい。 

・必要な消火用水、仮設処理施設の電源・水源が確保できることが好ましい。 
出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成26年 3月）を基に作成 
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(2) 仮置場の必要面積の推計 

表 ３-４に示す被害想定により推計した災害廃棄物発生量を基に、仮置場の必要面積を推計し

ます。「茨城県南部の地震」で必要となる仮置場必要面積は、約 4,600ｍ2 となります。仮置場の

必要面積を表 ３-１１に示します。なお、仮置場の必要面積の推計方法は表 ３-１２に示します。 

 

表 ３-１１ 仮置場の必要面積 

想定する災害 茨城県南部の地震 

災害廃棄物発生量 31,501 ｔ 

 
可燃物 3,465 ｔ 

不燃物 28,036 ｔ 

仮置場必要面積 4,554 ｍ2 

 
可燃物 1,155 ｍ2 

不燃物 3,399 ｍ2 

※以下の条件で推計しています。 

 積上げ高さ：5ｍ 

 作業スペース割合：1 

 処理期間：3 年間 

 

表 ３-１２ 仮置場の必要面積の推計方法 

【仮置場の必要面積の推計方法】 

 面積＝集積量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

集積量＝災害廃棄物発生量－処理量 

処理量＝災害廃棄物発生量÷処理期間 

見かけ比重 ：可燃物 0.4（ｔ/ｍ3）、不燃物 1.1（ｔ/ｍ3） 

積み上げ高さ ：5ｍ以下が望ましい。 

作業スペース割合：0.8～1 

 

・災害廃棄物発生量全量が仮置場に搬入されて一時的に保管することを仮定する場合の必要

面積は、以下のように簡易に考えることもできる。 

   面積＝災害廃棄物発生量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料1-14-4（環境省、平成26年 3月） 
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災害廃棄物のศ別はᴟめて㔜要です。ศ別のᚭᗏは、処理期間の▷⦰᭱ࡸ⤊処ศ量の๐減、

処理費用の๐減につながります。 

また、災害廃棄物の再資源໬を行いࡸすくするため、⿕災⌧場からのᦙ出᫬、一次௬置場ཷ

ධ᫬においてศ別をᚭᗏして行います。 

 

【災害時】 

ศ別をᚭᗏするため、以下の�1�～�3�をᐇ施します。 

(1) 被災家屋等からの搬出時における広報 

    。௬置場でศ別をᚭᗏするためには、⿕災ᐙᒇ等からのᦙ出᫬におけるศ別が特に㔜要です ۑ

⿕災者にᑐして、同じ⿄に」数の✀㢮の災害廃棄物をΰ合してධれないこと等、ศ別につ

いて࿘▱します。 

アの࢕ンテࣛ࣎、㞀がい者等の⿕災ᐙᒇ等から災害廃棄物をᦙ出・㐠ᦙするにはࡸ㧗㱋者 ۑ

協ຊが必要です。ࣛ࣎ンテ࢕ア࡬災害廃棄物のศ別について࿘▱します。 

 

(2) 仮置場での分別配置図の配布、看板の設置 

 。௬置場では、෇⁥に㏻行できるようື⥺は一方㏻行とします ۑ

 。すいよう㓄置ᅗを事前㓄ᕸまたはධཱྀで㓄ᕸしますࡸ௬置場内の㓄置がศかり ۑ

 。との┳ᯈをస成し、௬置場内に設置しますࡈ┠ศ別ရ ۑ
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(3) 仮置場での分別の指導 

○ 仮置場入口に案内員を配置し、分別方法の指導及び分別配置箇所への誘導を行います。 

○ 可能であれば、分別品目ごとに数名の作業員を配置します。 

○ 同じ袋に複数の種類の災害廃棄物が入っている場合は、袋から出して分別を行うよう持ち 

込み者に指導を行います。また、禁忌品がある場合は持ち帰るよう指導し、仮置場内での

分別を徹底します。 

○ ガスボンベ、灯油タンク等の危険物は、火災予防のため、可燃物等から離して分別保管し、

速やかに専門処理業者へ引き渡します。 

○ 図 ３-７に仮置場での分別例を示します。 

 

 

  

畳は高さ 2m 以下程度に積み上げ風通しを良くする。 

平成 27 年関東・東北豪雨の栃木市の仮置場(平成 27 年) 
危険物等を分別保管 

東日本大震災の仮置場(平成 23 年) 

  
 
 
 

 

家電 4 品目を家電リサイクル法の事業者グループ分

けに従い、Aグループと Bグループに分ける。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

看板・案内図の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業員の配置 

 
平成 28 年熊本地震の仮置場（平成 28 年 6 月） 

 

図 ３-７ 仮置場での分別例 
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【平常時】 

○ 災害廃棄物の分別の重要性や方法について、市民に啓発を行います。 

○ 仮置場内での分別に必要な作業（分別配置図の作成・配布、看板の作成・設置、分別指

導、荷下ろし補助等）について、準備しておきます。 

○ 仮置場内で分別の指導や荷下ろし補助をする作業員の確保について検討します。災害廃

棄物の搬入車両が多い時期には、少なくとも 1つの仮置場で 20 名程度の人数が必要とな

るため、仮置場内の作業を業務委託することを検討します。 
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災害廃棄物により生活環境にᨭ㞀が生じないようにするためには、Ⓨ災ᚋ、㏿ࡸかに཰集㐠

ᦙ体ไを☜保し、災害廃棄物を᧔ཤすることが㔜要です。 

平常᫬の生活ࡈみを཰集㐠ᦙする人員及び㌴୧等の体ไではᅔ㞴になります。そのため、人

員及び㌴୧のቑຍࡸ㔜ᶵを用いる等のᑐ応が必要です。 

 

【災害時】 

(1) 収集運搬車両の確保 

災地の≧ἣをᢕᥱして、㌴୧をᡭ㓄します。大ᆺ㌴の方が㐠ᦙຠ⋡はⰋいですが、ᑠᆺ⿕ ۑ

㌴でないと㏻行できない道㊰もあります。཰集㐠ᦙ㌴୧等が୙㊊する場合は、㏆㞄市⏫ᮧ

 。県、⮬衛㝲にᨭ᥼要ㄳを行いますࡸ

 

(2) 収集運搬方法の決定 

。災害廃棄物を௬置場にᦙධする方法を決定します、࠼஺㏻事情等を㋃まࡸ཰集㐠ᦙ⬟ຊ ۑ

災害廃棄物の཰集㐠ᦙ方法を表 ３-１３に♧します。 

、本市が災害廃棄物を௬置場に཰集㐠ᦙする場合、⿕災者が災害廃棄物を᤼出する場所は ۑ

本市がᣦ定した場所とします。なお、⿕災者が௬置場にᦙධする場合、௬置場内で⿕災者

にศ別をᣦᑟします。 

表 ３-１３ 災害廃棄物の収集運搬方法 

 本市による収集・仮置場への搬入 被災者による仮置場への搬入 

概
要 

・被災者が、災害廃棄物を本市の指定場所に

分別して搬出する。 

・本市が収集運搬車両ごとに品目を定めて収

集し、仮置場に搬入する。 

・被災者が、自ら調達した車両等を利用して災

害廃棄物を仮置場に搬入し、分別しながら荷

下ろしを行う。 

特
徴
・
留
意
点 

【特徴】 

・被災者の負担を小さくできる。 

・仮置場の設置数を抑制できる。 

・収集段階で分別できる。 

【留意点】 

・収集運搬員・作業員数を多く要する。 

・収集運搬計画を立てる必要がある。 

・収集段階で確実な分別をするために、収集

運搬員・作業員へ災害廃棄物の収集運搬に

関する教育が必要になる。 

・収集運搬能力が不足すると、路上に災害廃

棄物が溢れて交通に支障をきたす事態とな

る。 

【特徴】 

・短期間に被災地から災害廃棄物を搬出でき

る。 

 

【留意点】 

・搬入車両により、渋滞を招くおそれがある。 

・被災者の利便性のため、仮置場の設置数を

多くする必要がある。 

・被災者の負担が大きくなる。 

・仮置場の案内員・作業員が不足すると、分別

の徹底が難しくなる。これにより、多量の混合

廃棄物が発生するおそれがある。 

 

(3) 収集運搬ルートの決定 

    ஺㏻῰⁫を考៖したຠࡸを基に、道㊰の⿕災≧ἣࢺーࣝࡸ平常᫬に᳨ウした཰集㐠ᦙ方法 ۑ

⋡ⓗなࣝーࢺを決定します。 
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【平常時】 

(1) 収集運搬に係る車両の確保・連絡体制 

○ 本市及び事業者が所有する廃棄物収集運搬車両の台数を把握します。パッカー車だけでは   

なく、平積み車両の台数も把握します。 

○ 収集運搬に係る連絡体制について、関係事業者の一覧表を作成し、随時更新・共有します。 

 

(2) 収集運搬車両の推計 

表 ３-１４に収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数を、表 ３-１５に運搬車両の必要台

数を示します。 

「茨城県南部の地震」で発生した災害廃棄物の収集運搬には、1 日に 3 台の 10t 車が必要と

なります。 

なお、推計方法は、図 ３-８、表 ３-１６及び表 ３-１７に示すとおりです。 

 

表 ３-１４ 収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数 

項目 数量 

可燃物 

発生量（ｔ） 3,465 

1 台あたりの積載可能量（ｔ/台） 4 

撤去・解体期間（日） 930 

収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数（台/日） 1 

不燃物 

発生量（ｔ） 28,036 

1 台あたりの積載可能量（ｔ/台） 7.26 

撤去・解体期間（日） 930 

収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数（台/日） 5 

合計（台） 6 
※以下の条件で推計しています。 

 運搬車両：10t 車 

 1 台あたりの積載可能量：可燃物は 4t/台、不燃物は 7.26t/台（出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 17-2

（平成 31 年 4 月改定）） 

 災害廃棄物のみかけ比重：可燃物は 0.4（t/m3）、不燃物は 1.1（t/m3） 

 撤去・解体期間：930 日（年間 310 日×処理期間 3 年間） 

 

表 ３-１５ 収集運搬車両の 1 日あたりの実台数 

項目 数量 

1 往復時間（時間/回） 2.4 

往復回数（回/日） 2 

収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数（台/日） 6 

収集運搬車両の 1 日あたりの実台数（台） 3 
※以下の条件で推計しています。 

 輸送距離：20km（霞ヶ浦庁舎～新治地方広域事務組合環境クリーンセンター） 

 走行速度：30km/時（東日本大震災における運搬実測データより設定） 

 積込・積降時間：1 時間 

 稼働時間：6.5 日/時間（新治地方広域事務組合環境クリーンセンターの稼働実績） 
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出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 17-2（環境省、平成 31 年 4月改定） 
 

 

図 ３-８ 収集運搬車両の必要台数の推計方法 

 

表 ３-１６ 収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数の推計方法 

 収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数（台/日） 

＝発生量（ｍ3）÷１台あたりの積載可能量（ｍ3/台）÷撤去・解体期間（日） 

発生量：災害廃棄物の種類ごとに体積を算出する。 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 17-2（環境省、平成 31 年 4月改定） 

 

表 ３-１７ 収集運搬車両の 1 日あたりの実台数の推計方法 

 収集運搬車両の 1 日あたりの実台数（台/日） 

＝収集運搬車両の 1 日あたりの延べ必要台数（台/日）÷往復回数（回/日） 

 

往復回数（回/日） ＝稼働時間（時間/日）÷１往復時間（時間） 

１往復時間（時間）＝輸送距離（km）×２（往復）÷走行速度（km/時） 

＋積込・積降時間（時間） 

輸送距離（km）＝出発地と目的地との道路距離（km） 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 17-2（環境省、平成 31 年 4月改定） 

 

(3) 収集運搬方法の検討 

○ 収集運搬能力や交通事情等を踏まえ、災害廃棄物を仮置場へ搬入する方法について検討し   

ます。本市が災害廃棄物を収集し仮置場へ搬入する場合に、被災者が災害廃棄物を排出す

る場所についても検討します。また、災害廃棄物の分別区分や排出場所、排出日時等の排

出ルールは十分に周知します。 

○ 洪水ハザードマップで浸水想定区域を確認した上で、効率の良い収集運搬ルートを検討し  

ます。 
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災害廃棄物は、✀㢮ࡸᛶ≧に応じて◚○選別ࡸ↝༷等の୰間処理を行い、再生฼用、᭱⤊処

ศを行います。⌧ᅾ、本市からⓎ生する一般廃棄物は新治地方広域事務組合の環境クリーンセ

ンターで↝༷処理ࡸ◚○処理を行っています。本市からⓎ生する災害廃棄物についても同ᵝに

環境クリーンセンターでの処理を基本としますが、処理しきれない場合には、県内の市⏫ᮧま

たは県内の民間事業者による処理を行います。 

県内᪤Ꮡ施設を᭱大㝈活用しても┠ᶆ期間内に処理することができない⭾大な量の災害廃棄

物がⓎ生した場合、または、බ⾗衛生のほⅬから⥭ᛴⓗな処理が必要な場合は、県እの広域処

理ࡸ௬設処理施設の設置によりᑐ応します。 

処理方法ࡸ処理業務のⓎὀについては、生活環境にᨭ㞀が生じないよう廃棄物処理法等の関

㐃法令にᚑい、㐺正に処理することを基本とし、再生฼用の推進と᭱⤊処ศ量の๐減、処理の

㎿㏿ᛶ及び費用のⅬをྵめて総合ⓗに᳨ウし決定します。 

 

【災害時】 

(1) 処理・処分 

᭱、等の୰間処理を行い、再生฼用༷↝ࡸ選別○◚ ۑ ⤊処ศを行います。⿕災≧ἣに応じて、

県࡬ᨭ᥼要ㄳを行います。 

௬設処理施設を設置する場合は、௬設処理施設の௙ᵝస成及び஧次௬置場の設計・✚⟬を ۑ

行い、処理業務をⓎὀします。 

 

(2) 再生利用 

、イࣛーͤ用⇞料等の再生฼用ඛを☜保し࣎ス࣐࢜イࣂ、ᘓ設土ᮌ資ᮦࡸཎ⇞料ࢺセ࣓ン ۑ

そのཷධ条௳に㐺合するように災害廃棄物を前処理する必要があります。なお、処理した

資ᮦが活用ࡉれるまで௬置きするための保⟶場所を௬置場内に☜保します。 

Ⓨ㟁ࡸ⵨Ẽを฼用する工場ࡸ⇕。イࣛーです࣎を⇞料としたࡎイࣛーとは、୺にᮌく࣎ス࣐࢜イࣂͤ

のために設置ࡉれています。災害廃棄物処理においてもᮌくࡎの฼用ඛとして㔜要です。 

 

(3) 仮設処理施設の設置（大規模地震の場合） 

  ᪤設の廃棄物処理施設において┠ᶆ期間内で処理しきれない等の場合、必要に応じて௬設 ࠐ

処理施設を設置し、◚○、選別及び↝༷を行います。 

特に、ΰ合廃棄物がከ量にⓎ生した場合、᪤Ꮡの廃棄物処理施設で処理することが㞴しい ࠐ

ため、௬設処理施設を設置して処理することが᝿定ࡉれます。 

ため、できࡴ土◁、㔠属等をྵ、∦ࢺンクリーࢥΰ合廃棄物は、可⇞物、୙⇞物、⣽かい ۑ

るだけ選別処理することで再生฼用をᅗります。また、༴㝤物ࡸᛮい出のရ等をྵࡴこと

もあるため、これらに␃意して処理を行います。 

◚ᅗ ３-㸷にΰ合廃棄物処理工⛬の例を♧します。㔜ᶵによる選別・ᡭ選別の他、」数の ۑ

○選別工⛬で処理します。ᡭ選別を行う場所ࡸ処理物の保⟶の場所は、Ẽೃのᙳ㡪をཷけ

ないよう௬置場内に௬設テンࢺ等の設備を設置してᑐ応します。ᅗ ３-１０に௬置場での

ศ別例を♧します。 
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出典：東日本大震災により発生した被災 3県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の

処理の記録（東北地方環境事務所、平成 26 年 9月） 

 
図 ３-９ 混合廃棄物処理工程の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
仮設施設内の手選別工程            可燃物の貯留ヤード 

（宮城県岩沼市、平成 25 年 2月）           （宮城県石巻市、平成 25 年 6月） 

図 ３-１０ 仮置場での分別例 

 

(4) 仮設処理施設の解体撤去 

環境に配慮しつつ仮設処理施設の解体撤去を行い、解体撤去に伴って発生する廃棄物の適正処

理を行います。 

 

【平常時】 

損壊家屋等の解体により発生する木くずやコンクリートがら等の災害廃棄物は、一般廃棄物

処理施設及び産業廃棄物処理施設の余力で処理することになります。そのため、既存の廃棄物

処理施設における災害廃棄物の処理可能量を推計します。 

【選別物】 【処理・処分】【処理工程】
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(1) 中間処理 

表 ３-１８に既存廃棄物処理施設における災害廃棄物の処理可能量を示します。新治地方広域

事務組合環境クリーンセンターでは年間 7,813t の災害廃棄物の処理が可能と推計されます。ま

た、破砕・選別処理は年間 3,500t の処理が可能と推計されます。 

表 ３-１８ 既存廃棄物処理施設における災害廃棄物の処理可能量 

施設名称 設備 稼働
日数 

年間 
処理能力 
（ｔ/年） 

施設の 
処理実績 
（ｔ/年） 

（H30 年度） 

本市の 
処理実績※1 
（ｔ/年） 

（H30 年度） 

施設の 
処理余力※2 
（ｔ/年） 

本市分の 
処理余力※3 
（ｔ/年） 

新治地方広

域事務組合

環境クリー

ンセンター 

焼却 60t/日×2 基 300 36,000 22,741 13,401 13,259 7,813 

破砕・選別 30t/5ｈ 300 9,000 3,359 2,084 5,641 3,500 

※1 一般廃棄物処理基本計画（令和 2 年 3 月） 

※2 施設の処理余力＝年間処理能力－施設の処理実績 

※3 本市分の処理余力＝施設の処理余力×（本市の処理実績÷施設の処理実績） 

 

(2) 再生利用 

○ 災害廃棄物の最終処分量を削減するため、災害時においても再生利用を推進します。 

○ 県内で発生する建設系産業廃棄物についてみると、再生利用量は年間 176 万トンであり、

再生利用率は 91％と高い水準になっています。損壊家屋等の解体から発生する災害廃棄

物は、建設系産業廃棄物と性状が似ており、産業廃棄物の処理施設で再生利用することが

可能です。茨城県の建設系産業廃棄物の再生利用率を表 ３-１９に示します。 

 

表 ３-１９  茨城県の建設系産業廃棄物の再生利用率 

産業廃棄物の種類 
年間再生利用量 

（万トン） 
再生利用率 

対応する災害 

廃棄物の種類 

がれき類 145.6  99％  コンクリートがら 

木くず 10.5  90％  木くず（柱角材） 

汚泥 8.4  42％  -- 

ガラス陶磁器くず 3.4  72％  瓦、石膏ボード 

廃プラスチック類 1.8  77％  可燃系混合廃棄物 

金属くず 0.9  100％  金属くず 

繊維くず 0.1  87％  畳 

混合物・その他 5.2  64％  不燃系混合廃棄物 

合 計 175.9  91％  -- 

出典：茨城県産業廃棄物実態調査（茨城県、平成 27 年 3月） 

 

○ 再生利用先を確保することが重要であり、平常時から再生利用先の情報収集・共有を進め、

また事業者との協力関係の構築に努めます。 

• 木くずは、パーティクルボード原料や製紙工場等のバイオマスボイラー燃料等に処理し、

その利用先を確保します。 

• セメント原燃料として利用できるよう分別や処理を行い、また、焼却灰の資源化等により

資源化率を高めます。 

○ 再生利用の促進のために、分別の徹底を図ります。 
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○ 混合廃棄物が多量に発生した場合は、仮設処理施設による選別処理後に産業廃棄物処理施   

設で処理・再生利用する必要が見込まれます。 

 

(3) 最終処分 

本市は最終処分場を有しておらず、焼却灰等の埋立処分は民間事業者に委託をしています。災

害廃棄物は可能な限り再利用を図り、最終処分量の低減に努めます。また、民間事業者や他市町

村等に協力を求め、最終処分先を確保します。 

 

(4) 処理フロー 

○ 可燃物は、新治地方広域事務組合の環境クリーンセンターで焼却処理します。最終処分量

を削減するため、主灰の一部は溶融固化した後、建設土木資材として利用します。また、

高い資源化率を目標として再生利用を進めます。 

○ 大規模災害における処理フローは、図 ３-１１のとおりです。 

• 一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設を最大限活用するとともに、仮設処理施設の

設置を想定しています。 

• その他の不燃物は、様々な廃棄物が混合し、既存の施設で処理できないことが想定され、

処理できない廃棄物は埋立処分しなければなりません。そのため、破砕選別工程をもつ仮

設処理施設を設置して、残さ等の埋立処分量を少なくするよう工程を工夫します。 

 

 

図 ３-１１ 災害廃棄物処理フロー 
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(5) 処理スケジュール 

〇 本市は、次に示す実際の被害状況等を踏まえた処理スケジュールを検討します。 

  ① 職員の被災状況、廃棄物の収集運搬・処理・処分に関係する民間事業者の被災状況 

  ② 片付けごみの排出状況 

  ③ 撤去（必要に応じて解体）が必要な損壊家屋等の棟数 

  ④ 災害廃棄物の性状ごとの発生量 

  ⑤ 処理施設の被災状況等を考慮した処理可能量など 

〇 過去の事例を参照しながら、災害廃棄物の種類や量、その性状に応じて、災害廃棄物の排

出や損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）から処理・処分、再生利用までの工程ごとに

対応期間の目標を設定します。 

• 処理は緊急性の高いものを優先します。緊急性の高いものとして下記が考えられます。な

お、処理にあたっては、関係部局と調整を行います。 

   ① 道路障害物の撤去 

   ② 仮設トイレ等のし尿ごみ 

   ③ 有害廃棄物・危険物の回収（回収後、早期に処理が必要） 

   ④ 倒壊の危険性のある損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） 

   ⑤ 腐敗性廃棄物の処理 

• 災害廃棄物の種類や性状次第では、時間の経過に伴い、腐敗して再資源化が不可能になる

ため、注意します。 
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【災害時】 

(1) 危険物・有害廃棄物、処理困難な廃棄物 

農⸆・⸆ရ㢮、廃石⥥等の᭷害廃棄物を生活環境保ࡸ等の༴㝤物࣋ン࣎ス࢞ᾘⅆჾ、㧗ᅽ ۑ

඲及びస業環境安඲のほⅬから他の災害廃棄物とศけて཰集し、ᑓ㛛ᶵ関、ᑓ㛛処理業者

委クして㐺正に処理します。༴㝤物・᭷害廃棄物等の処理方法・␃意Ⅼを表 ３-２０に࡬

♧します。 

 

表 ３-２０ 危険物・有害廃棄物等の処理方法・留意点 

危険物・ 

有害廃棄物等 
処理方法 取扱上の留意点 

消火器 

既存のリサイクル回収システム（特定窓口、

特定引取場所）等への引取依頼・再生利用

（日本消火器工業会） 

分別保管 

LP ガスボンベ 
専門業者による回収処理 

（全国 LP ガス協会） 
分別保管 

高圧ガスボンベ 

専門業者による回収処理 

（高圧ガス保安協会、地方高圧ガス管理委

員会） 

分別保管 

所有者が判明した場合は所有

者へ返却 

燃料タンク 

（灯油等） 
取扱店、ガソリンスタンド等へ引取依頼 分別保管、漏出防止 

有機溶剤 

（シンナー等） 
取扱店、廃棄物処理業者に引取依頼 分別保管、漏出防止 

廃蛍光灯 リサイクル回収業者へ引取依頼 分別保管、破損防止 

廃乾電池 リサイクル回収業者へ引取依頼 分別保管 

バッテリー リサイクル取扱店へ引取依頼 分別保管 

農薬・薬品類 取扱店、廃棄物処理業者に引取依頼 分別保管、移替等禁止 

感染性廃棄物 専門業者、廃棄物処理業者による回収処理 分別保管 

PCB 含有廃棄物 

（トランス、コンデンサ

等） 

PCB 廃棄物は、PCB 特別措置法に従い、保

管事業者が適正に処理を行う。 

分別保管、破損漏洩防止 

PCB 含有不明の場合は、含有

物として取り扱う。 

廃石綿等、石綿含有

廃棄物 

原則として仮置場へ搬入せず、直接溶融処

理または管理型最終処分場に搬入する。 

石綿含有廃棄物を仮置場で一

時保管する場合は、破損しない

ように注意する。 

漁具・漁網 

漁具は破砕機での処理が困難。漁網には錘

に鉛等が含まれていることから事前に分別を

行う。漁網の処理方法としては、焼却処理や

埋立処分が考えられる。 

鉛は漁網のワイヤーにも使用さ

れている場合があることから、焼

却処理する場合は主灰や飛

灰、スラグ等の鉛濃度の分析を

行い、状況を継続的に監視しな

がら処理を進める。 
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(2) 思い出の品等 

○ 思い出の品（位牌、アルバム、卒業証書、賞状、成績表、写真、手帳、携帯電話、ビデオ、

デジカメ等）を確認した場合は、本市が保管し、可能な限り持ち主に返却します。その際、

個人情報が含まれていることに留意し、保管します。 

○ 思い出の品等は、損壊家屋等の解体時に原則として所有者が立ち会い、解体業者が回収に

努めます。仮置場に搬入された場合は、仮置場の作業員が回収に努めます。 

○ 貴重品（財布、クレジットカード、キャッシュカード、貴金属等）は、警察に届けます。 

○ 思い出の品等の回収・引渡しフロー（例）を図 ３-１２に示します。 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 24-17（環境省、平成 31 年 4月改定） 

図 ３-１２ 思い出の品等の回収・引渡しフロー（例） 

 

【平常時】 

○ 有害物質取扱事業所について PRTR 制度（化学物質排出移動量届出制度）等の情報を活用

します。 

○ 本市は、消防署を通じて、市内の危険物、有害物質等を保有している事業者を予め把握し、

保有する危険物・有害物質等の処理が促進されるよう指導を行います。また、平時より情

報提供に関して協力を促します。 
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ᦆቯᐙᒇ等は⚾᭷㈈⏘であるため、その᧔ཤ（必要に応じてゎ体）についてはཎ則として所

᭷者がᐇ施することとなります。ᅗ ３-１３にᦆቯᐙᒇ等の᧔ཤ（必要に応じてゎ体）のᡭ㡰

（例）を♧します。㏻行ୖᨭ㞀がある場合ࡸಽቯの༴㝤ᛶのある場合については、所᭷者の意

ᛮを☜認したୖで、本市が㐺ษなᑐ応を行います。 

災害等廃棄物処理事業費補ຓ㔠の補ຓᑐ㇟事業は「市⏫ᮧが災害その他の事⏤のためにᐇ施

した生活環境の保඲ୖ特に必要とࡉれる廃棄物の཰集、㐠ᦙ及び処ศに係る事業（災害等廃棄

物処理事業費補ຓ㔠ᐇ施要綱）」であり、ᦆቯᐙᒇ等のゎ体はཎ則として補ຓ㔠のᑐ㇟ではあり

まࢇࡏ。ただし、過ཤにⓎ生した㜰⚄ῐ㊰大㟈災ࡸ東日本大㟈災、平成 28 年⇃本地㟈、平成 30

年 7 月す日本㇦㞵等では、ᅜが特例の㈈ᨻᥐ置をㅮじ、ᦆቯᐙᒇ等のゎ体も補ຓᑐ㇟とした例

があります。 

 

出典㸸災害廃棄物ᑐ⟇ᣦ㔪（改定∧）（環境┬、平成 30 年 3月） 

図 ３-１３ 損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）の手順（例） 

 

【災害時】 

て、ᦆቯᐙᒇ等のබ費ゎ体を行うか࠼所᭷者の意ᛮを㋃まࡸ地調査による༴㝤ᗘุ定⌧ ۑ

を決定します。 

例እⓗにබ費ゎ体・᧔ཤを行う場合は、地ᅗ情報等でᩚ理したୖで、ಽቯの༴㝤ᛶのあ ۑ

るᦆቯᐙᒇ等をඃඛⓗに᧔ཤします。 

ࡸ༴㝤物のΰධ≧ἣ等について、ᦆቯᐙᒇ等の所᭷者からの⪺き取りࡸ石⥥の౑用情報 ۑ

⌧地☜認、設計ᅗ㠃等より情報を集⣙します。స業環境の安඲を保つため、ᦆቯᐙᒇ等

のゎ体ࡸ災害廃棄物の᧔ཤを行う関係者࡬࿘▱して、関係者のばく㟢を㜵ࡂます。また、

他の廃棄物࡬のΰධを㜵ࡂます。 
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○ 石綿製品等については、住民及び初動対応作業者に対して、吸引やばく露の危険性につ

いて注意喚起を行い、防じんマスク等の着用を呼びかけます。石綿の飛散防止に関する

注意点を表 ３-２１、アスベスト建材の例を図 ３-１４に示します。 

○ 高圧ガスボンベ（LP ガス等）、フロン類が使用されている機器、太陽光発電設備、大型蓄

電池等は、爆発やフロンの発生、感電等の危険があるため、損壊家屋等の解体や災害廃

棄物の撤去を行う関係者へ注意を促します。 

 

表 ３-２１ 石綿の飛散防止に関する注意点 

木造 

 結露の防止等の目的で吹付け材を使用している場合があるため、木造建築物においては、

「浴室」「台所」及び「煙突回り」を確認する。 

 非飛散性であるが、屋根・天井・壁の成形板も確認する。 

鉄骨造 

 耐火被覆を確認する。 

 書面検査で石綿の不使用が確認されない場合、耐火被覆が施工されていれば鉄骨全面に

施工されている可能性が高いので、棒等を使用し、安全に配慮して試料を採取し、分析及

び確認を行う。 

鉄骨造・ 

鉄筋コンク

リート造 

機械室（エレベータ含む）、ボイラー室、空調設備、電気室等は、断熱・吸音の目的で、石綿

含有吹付けの施工の可能性が高いので確認する。 

外壁裏打ち、層間塞ぎ、パイプシャフト、エレベータシャフト、最上階天井裏等も注意する。 

建築設備 空調機・温水等の配管、煙突等の保温材・ライニング等を可能な範囲で把握する。 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-20-14（環境省、平成 26 年 3月）を一部加筆修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石綿含有吹付けロックウール        石綿含有スレート波板（屋根・外壁） 

出典：目で見るアスベスト建材（第 2版）（国土交通省、平成 20 年 3 月） 

図 ３-１４ アスベスト建材の例 

 

【平常時】 

○ 税務部局や建設部局等と連携して、罹災証明、解体申請、解体事業発注、解体状況の確

認等についての手順や手続きを整理するとともに、庁内の連携体制を整えます。 

○ 損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）等をする場合は、思い出の品や貴重品を取り扱

う必要があることを前提として、保管場所や管理方法を検討します。 

○ 石綿の使用状況について、公共施設の管理者等から情報を収集し災害に備えます。 

○ 災害時における解体等事前調査フロー、障害及び留意点を図 ３-１５に示します。 
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※1  建物内部への立入可否判断 

 「立入可」、「補強等により立入可」、「立入不可」に区分する。 

なお、同一建築物において立入可能な場所と立入困難な場所が存在する場合があるため（例：家屋の

西側部分は倒壊したが、東側部分は被害が少ない状態等）、立入可否判断する際は、被災の程度に応じ

て場所ごとに区分し、検討する。 

※2  「立入可」、「補強等により立入可」 

 現状のままあるいは補強等の実施により目視調査等が可能であるもの。 

※3  「立入不可」 損壊が著しく、補強等の実施が極めて困難な場合や、倒壊等によって人の入るスペー

スが無くなった状態等を示している。 

※4  「注意解体」 被災により建築物等のすべてまたは一部について「立入不可」と判断した場合、「立入

不可」となる範囲における解体は「注意解体」とする。 

 特定建築材料が使用されている可能性のある建築物等の「注意解体」では、大気汚染防止法の届出

（※大気汚染防止法施行規則別表第７の３の項の作業に該当）に先立ち事前に協議する。 

 特定建築材料が使用されている可能性の少ない木造家屋の「注意解体」では、石綿含有成形板等（レ

ベル３建材）が使用されている建築物とみなして散水等の飛散防止措置を講じた上で解体する。 

※5  石綿が使用されているかの判断は、設計図書の有無にかかわらず、被災による障害を除去した後、必

ず目視調査等による判断及び必要に応じ分析調査等による判定を実施する。 

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版）（環境省、平成 29 年 9月）を一部加筆

修正 

図 ３-１５ 災害時における解体等事前調査フロー、障害及び留意点 
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災害廃棄物の処理は、⿕災者の೺ᗣࡸ生活環境の保඲に㓄៖して㐺正に進めることが必要です。 

 

【災害時】 

(1) 損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）現場における環境保全対策・環境モニタリング 

必要に応じて、石⥥の㣕ᩓ≧ἣࡸ㦁㡢・᣺ືに関する環境ࣔࢽタリンࢢをᐇ施します。また、

事業者にᑐして、ᦆቯᐙᒇ等の᧔ཤ（必要に応じてゎ体）または✚᭰保⟶స業にకう⢊じࢇのⓎ

生㜵Ṇ、㔜ᶵస業にకう㦁㡢・᣺ື㜵Ṇに係る環境保඲ᑐ⟇をᐇ施するようᣦ♧します。 

 

(2) 収集運搬における環境保全対策・環境モニタリング 

௬置場࡬の཰集㐠ᦙ㌴୧の㏻行による⢊じࢇのⓎ生、✚㍕している災害廃棄物の㣕ᩓࡸⴠ下㜵

Ṇ⟇をㅮじるよう཰集㐠ᦙ業者࡬ᣦ♧します。また、஺㏻῰⁫にకう㦁㡢・᣺ືにより、住民の

生活環境にᙳ㡪が生じないよう≧ἣをᢕᥱし、必要に応じて཰集㐠ᦙࣝーࢺの見直しをᐇ施しま

す。 

 

(3) 仮置場における環境保全対策・環境モニタリング 

必要に応じて௬置場のᩜ地境⏺ࡸ௬置場࿘㎶で大Ẽ、水㉁等の環境ࣔࢽタリンࢢをᐇ施します。

また、以下のような環境保඲ᑐ⟇をᐇ施します。 

ローࢺンࢥࢺス࣌害⹸がⓎ生した場合、ᾘẘ๣等の⸆๣のᩓᕸをᑓ㛛ᶵ関（茨城県ࡸẼ⮯ ۑ

ࣝ協会等）に┦ㄯしてᐇ施します。 

ࣈキシࣞࣇによる⿕そ、またはࢺ石⥥ྵ᭷廃棄物が௬置場内にᣢち㎸まれた場合は、シー ۑ

 。等にᑒධして保⟶しますࢢࢵࣂࢼンテࢥࣝ

 

(4) 仮設処理施設における環境保全対策・環境モニタリング 

௬設処理施設の✌ാにకう᤼࢞ス、᤼水等の環境ࣔࢽタリンࢢをᐇ施します。事業者にᑐして、

災害廃棄物の保⟶ࡸ௬設処理施設の✌ാにకう生活環境保඲に係るᑐ⟇のᐇ施及び廃棄物の㐺

正処理をᣦ♧します。 

 

(5) 仮置場における火災防止 

表 ３-２２にⅆ災㜵Ṇᑐ⟇の例を♧します。௬置場における災害廃棄物の保⟶等に㝿して、ⅆ

災㜵Ṇᑐ⟇をᐇ施するとともに、可⇞物はできる㝈り᪩く௬置場からᦙ出し、処理をᐇ施します。 
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表 ３-２２ 火災防止対策の例 

項 目 主な内容 

集積における

火災防止対策 

発火や温度上昇を防止するため、可燃物の積み上げ高さを 5m 以下に制限し、一山あ

たりの設置面積を 200m2 以下とする。また、火災が発生した場合の消火活動や延焼防

止のため、積み上げられる山と山とは 2m 以上離して集積する。（図 ３-１６） 

目視によるモ

ニタリング 
定期的に可燃物内からの煙の発生等について目視により確認する。 

モニタリングと

火災防止対策 

定期的に可燃物表層から 1m 内部の温度測定を実施し、温度が 60℃を超過しないよ

う、週 1 回は可燃物の切り返しを行い、放熱する。80℃以上の場合は切り返しや掘削

により酸素が供給されて発火に至る可能性があるため、切り返しは行わないようにす

る。ガス抜き管を設置する場合は、堆積する初期に設置するか、切り返し時に設置する

ようにする。 

自衛消防対策 
消火栓、防火水槽、消火器の設置、作業員に対する消火訓練を実施するよう努める。 

万一火災が発生した場合は、消防と連携し、迅速な消火活動を実施する。 

出典：仮置場の可燃性廃棄物の火災予防（第二報）（震災対応ネットワーク（廃棄物・し尿等分野）、平成 23 年

9月）を一部加筆修正 

 

 

出典：仮置場の可燃性廃棄物の火災予防（第二報）（震災対応ネットワーク（廃棄物・し尿等分野）、平成 23 年

9月） 

 

図 ３-１６ 可燃性廃棄物を並べて配置する場合 

 

【平常時】 

表 ３-２３に災害廃棄物処理における環境保全対策と環境モニタリングを示します。平常時

よりこれらについて理解を深めます。 
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表 ３-２３ 災害廃棄物処理における環境保全対策と環境モニタリング 

場所等 環境影響 対策例 モニタリング項目 

解体 
撤去 
現場 

大気 

解体撤去、積替保管等作業に伴う粉じ

んの発生 

散水 

飛散防止対策 
粉じん 

解体作業による石綿含有廃棄物（建材

等）の飛散 
破砕防止 

石 綿 （ 特 定 粉 じ

ん） 

騒音 

振動 

解体撤去等の重機作業に伴う騒音振動

の発生 

低騒音型重機 

防音対策 

騒音レベル 

振動レベル 

収集 
運搬 

大気 

運搬車両の排ガス、粉じんの発生 

災害廃棄物の飛散・落下 

渋滞に伴う騒音振動の発生 

車 両 の タ イ ヤ 洗

浄、荷台カバー 

調査･交通誘導 

粉じん 

騒音レベル 

振動レベル 

仮置場 

大気 

積込・積替え等の重機作業による粉じん

の発生 

散水 

飛散防止対策 
粉じん 

災害廃棄物保管による有害ガス、可燃

性ガスの発生、火災発生 

積上げ高さ制限 

設置間隔確保 

消火器 

温 度 、 一 酸 化 炭

素、可燃性ガス 

石綿含有廃棄物の一時保管による飛散 飛散防止・分別 
石 綿 （ 特 定 粉 じ

ん） 

騒音 

振動 

積込・積替等の車両通行、重機作業に

伴う騒音振動の発生 

低騒音型重機 

防音対策 

騒音レベル 

振動レベル 

土壌 
災害廃棄物からの有害物質等の漏出に

よる土壌汚染 

遮水対策 

 
有害物質 

臭気 

等 

災害廃棄物の保管、破砕選別処理に伴

う臭気の発生 

害虫の発生 

腐 敗 物 の 優 先 処

理、殺菌剤・殺虫

剤の散布 

特定悪臭物質濃

度 

臭気指数（臭気強

度） 

水質 
降雨による災害廃棄物からの有害物

質、浮遊物質等の流出 

遮水対策 

雨水排水溝 
環境基準項目 

仮設 
処理 
施設 

大気 

仮設処理作業に伴う粉じんの発生 
散水 

飛散防止対策 
粉じん 

仮設焼却施設からの排ガスの発生 排ガス処理 

ダイオキシン類、

NOx、SOx、塩化

水素、ばいじん 

騒音 

振動 
仮設処理に伴う騒音振動の発生 

低騒音型機器 

防音対策 

騒音レベル 

振動レベル 

水質 仮設処理施設等からの排水の発生 排水処理 排水基準項目 
  
出典：「災害廃棄物分別・処理実務マニュアル～東日本大震災を踏まえて～」（一般社団法人廃棄物資源循環学会

／編著、平成 24 年 5月）を基に作成 
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(1) 生活ごみ・避難所ごみの発生 

れます。そのため、ᐜࡉ㑊㞴所では、調理ができないことから㑊㞴者には非常㣗等が㓄ᕸ ۑ

ჾ等のࡈみがከくⓎ生し、また、౑用῭み⾰㢮ࡸ⡆᫆ࢺイࣞ等の平常᫬とは␗なるࡈみが

Ⓨ生します。 

      みの処理を㏆㞄の市⏫ᮧに要ㄳࡈ生活ࡴみをྵࡈ᪤Ꮡの処理施設が⿕災した場合、㑊㞴所 ۑ

することになるため、㑊㞴者数ࡸ生活ࡈみのⓎ生ཎ༢఩等から㑊㞴所ࡈみをྵࡴ生活ࡈみ    

のⓎ生量を推計し、཰集㐠ᦙ及び処理体ไを᳨ウします。表 ３-２４に㑊㞴所ࡈみ推計方 

法、表 ３-２５に茨城県南部の地㟈による㑊㞴者数及び表 ３-２６に㑊㞴所ࡈみⓎ生量の

推計⤖ᯝを♧します。 

表 ３-２４ 避難所ごみの推計方法 

項┠ 内ᐜ 

推計ᘧ 㑊㞴者数�人��Ⓨ生ཎ༢఩�㹥/人日� 

設定್ 㑊㞴者数（人） 表 ３-２５ཧ↷ 

Ⓨ生ཎ༢఩（㹥/人日） 764㹥/人日（平成 30 年ᗘᐇ⦼） 

ͤ㑊㞴所ࡈみのⓎ生ཎ༢఩は設定ࡉれていないため、౽ᐅୖ、生活ࡈみのⓎ生ཎ༢఩を用いて推計します。 

表 ３-２５ 避難者数 

᝿定災害 ⿕災ᙜ日 ⿕災 1 㐌間ᚋ ⿕災 1 ࣧ月ᚋ 

茨城県南部の地㟈（人） 2�200 2�443 1�194 

出典㸸茨城県地㟈⿕害᝿定調査報࿌᭩（茨城県、平成 30 年 12 月） 

表 ３-２６ 避難所ごみ発生量の推計結果 

᝿定災害 ⿕災ᙜ日 ⿕災 1 㐌間ᚋ ⿕災 1 ࣧ月ᚋ 

茨城県南部の地㟈（t） 1�681 1�866 912 

⣼計（㹲） 1�681 12�323 44�277 

ͤ⣼計は㑊㞴所ࡈみⓎ生量が⿕災日数にẚ例するものとして推計します。 

 

 

(2) し尿の発生 

  衛生ᑐ⟇を進めるୖで非常に㔜要でࡸイࣞᑐ⟇は、೺ᗣ⟶理ࢺ災害᫬における㑊㞴所等の ۑ

す。 

 イࣞが౑用できないおそれがࢺ水、下水道㓄⟶のᦆയ等により水Ὑ᩿ࡸ災害᫬には、೵㟁 ۑ

あり、㏻常よりもしᒀがከくⓎ生することが᝿定ࡉれます。 

᩿、イࣞを㑊㞴者だけではなくࢺ௬設 ۑ 水等により水Ὑࢺイࣞが౑用できなくなったᅾᏯ住   

民が฼用することも考៖して、㐺正な数を設置する必要があります。 
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○ し尿の発生量は、災害時におけるし尿収集必要人数に発生原単位を乗じて推計します。表 

３-２７に災害時のし尿発生量の推計方法、表 ３-２８に仮設トイレの必要基数の推計方

法、表 ３-２９にし尿発生量及び仮設トイレの必要基数の推計結果を示します。最もし尿

発生量が多い被災当日は 35kL/日のし尿が発生し、251 基の仮設トイレが必要になります。 

○ 水害の場合は、浄化槽が水没し、トイレが使用できないおそれがあります。 

 

表 ３-２７ 災害時のし尿発生量の推計方法 

【災害時のし尿発生量】＝災害時におけるし尿収集必要人数×し尿の１人１日平均排出量 

＝（①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）×③し尿の１人１日平均排出量 

①仮設トイレ必要人数＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数 

断水による仮設トイレ必要人数＝｛水洗化人口－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝

×上水道支障率×１／２ 

水洗化人口  ：平常時に水洗トイレを使用する住民数（下水道人口、コミニティプラン 

ト人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

総人口    ：水洗化人口＋非水洗化人口 

上水道支障率 ：断水世帯数／市内世帯数または断水人口／市内人口 

１／２    ：断水により上水道が支障する世帯の約１／２の住民が仮設トイレを使 

用すると仮定 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲み取り人口－避難者数×（汲み取り人口／総人口） 

③し尿の１人１日平均排出量： 1.7Ｌ／人日 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-2（環境省、平成 26 年 3月）を一部加筆修正 

 

表 ３-２８ 仮設トイレの必要基数の推計方法 

【仮設トイレの必要基数】＝仮設トイレ必要人数／仮設トイレ設置目安 

・仮設トイレ設置目安＝仮設トイレの容量／し尿の１人１日平均排出量／収集計画 

・仮設トイレの容量： 400Ｌ（平均） 

・し尿の１人１日平均排出量： 1.7Ｌ/人日 

・収集計画： ３日に１回の収集 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-2（環境省、平成 26 年 3月）を一部加筆修正 

 

表 ３-２９ し尿発生量及び仮設トイレの必要基数の推計結果 

想定被害 項目 被災当日 被災 1 週間後 被災 1 ヵ月後 

茨城県南部の 

地震 

し尿収集必要人数（人） 20,532 7,227 2,571 

 
仮設トイレ必要人数（人） 19,555 6,256 1,569 

非水洗化区域し尿収集人口（人） 977 971 1,002 

し尿発生量（kL/日) 35 12 4 

仮設トイレの必要基数（基） 251 80 20 
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(3) 仮設トイレの管理 

○ 表 ３-３０に仮設トイレの設置及び管理の留意事項を示します。 

 

表 ３-３０ 仮設トイレの設置及び管理の留意事項 

【解説】仮設トイレの設置及び管理 

○ 仮設トイレの設置に係る情報は、地域防災計画に基づく担当者へ集約する。 

○ 洋式、車いす用等の仮設トイレや携帯トイレが不足する場合は、その種類と必要基数、

場所を伝えて支援要請を行う。 

○ トイレットペーパーや消臭剤を備蓄し、使用者同士で清掃や衛生面の管理を行うよう

啓発を行う。仮設トイレは、女性用と男性用を分けて設置する、夜間の照明を確保す

る等の配慮が必要となる。 

○ 避難所の仮設トイレは、収集運搬車両が入ることができる場所に設置されることを確

認しておく。 

 

(4) 仮設トイレの撤去 

○ 避難所の閉鎖や下水道の復旧に合わせて平常時のし尿処理体制に移行します。避難所等に   

設置した仮設トイレは、利用者の生活に不便が生じないように計画的に撤去を行います。 
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【災害時】 

(1) 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬 

 。᪤Ꮡの施設で処理を行いますࡎࡏみは、௬置場にᦙධࡈ生活ࡴみをྵࡈ㑊㞴所 ۑ

 。みとしᒀのⓎ生量をᢕᥱしますࡈ㑊㞴所 ۑ

 を決定し、཰集㐠ᦙを㎿㏿に開ࢺ㑊㞴者数及び㑊㞴所の設置数・場所に基づき、཰集ࣝー ۑ

ጞできるようにします。 

 。཰集㐠ᦙ㌴୧数の୙㊊≧ἣを県に㐃⤡します ۑ

土◁等がὶධすることがあࡸί໬ᵴが水ἐし、ᵴ内に㞵水ࡸ水害では、Ữみ取りᘧの౽ᵴ ۑ

ります。そのため、౽ᵴࡸί໬ᵴの所᭷者が㏿ࡸかにỮみ取り、清掃、࿘ᅖのᾘẘを行う

ように࿘▱します。 

 

(2) 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の処理 

報࿌します。⿕害がある場合には、᚟ᪧண定及び㑊࡬一般廃棄物処理施設の⿕害≧ἣを県 ۑ

㞴所ࡈみ・しᒀのཷධ᫬期を県に報࿌します。 

 

(3) 仮設トイレ 

 。イࣞを設置・ቑ設しますࢺとの㑊㞴者数に基づき㸪௬設ࡈ㑊㞴所設置場所 ۑ

 。イࣞを調達できない場合、県にᨭ᥼要ㄳを行いますࢺ௬設 ۑ

 

【平常時】  

(1) 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬 

   を᳨ウすることを᝿定し、㑊㞴所数及び場ࢺしᒀの཰集ࣝーࡸみࡈれるࡉ㑊㞴所から᤼出 ۑ

所をᢕᥱします。 

  をཧ考に཰集㐠ᦙࣝーࣉࢵ࣐ࢻーࢨࣁὥ水ࡸ水害等のⓎ生᫬を᝿定し、過ཤのᾐ水⿕災例 ۑ

 。を☜認し、関係者でඹ᭷しますࢺ

  本市所᭷及び民間業者の཰集㐠ᦙ㌴୧のྎ数及び཰集㐠ᦙ⬟ຊを☜認します。本市の཰集 ۑ

㐠ᦙ㌴୧ྎ数を表 ３-３１に♧します。 

 。民間業者が⿕災して཰集ができなくなった場合のᑐ⟇を᳨ウします ۑ

 、の㐃⤡方法を☜認します。災害᫬は、㑊㞴所の開設・㛢㙐࡬災害᫬における཰集㐠ᦙ業者 ۑ

㑊㞴者数、道㊰⿕害・᚟ᪧ≧ἣ等が日ࠎኚ໬するため、཰集㐠ᦙ業者と㢖⦾に㐃⤡をとる

必要があることから、災害᫬における㐃⤡方法を決定しておきます。 
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表 ３-３１ 本市の収集運搬車両台数 

車両 市（保有） 委託業者 許可業者 

ごみ収集車 
台数 0 台 36 台 197 台 

容量 0 トン 91 トン 772 トン 

し尿収集車 

（バキューム車） 

台数 0 台 0 台 16 台 

容量 0kL 0kL 50kL 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省、平成 29 年度） 

 

(2) 仮設トイレ 

○ マンホールトイレ（災害時に下水道管路にあるマンホール上に設置するトイレ）や簡易ト

イレ（災害用携帯型簡易トイレ）等の災害用トイレ、消臭剤、脱臭剤等の備蓄を進めます。

備蓄には高齢者や幼児が使いやすい洋式タイプや、車いす用も備蓄するようにします。な

お、令和 2年 2 月時点では携帯トイレを 200 回分、簡易トイレを 6基備蓄しています。 

○ 周辺市町村と協力し、広域的な備蓄体制を確保するとともに、仮設トイレを備蓄している

建設事業者団体や仮設トイレのレンタル事業者と協定の締結等を進め、災害時に仮設トイ

レが不足しないようにします。 

○ 表 ３-３２に災害用トイレの種類と特徴を示します。 

 

表 ３-３２ 災害用トイレの種類と特徴 

 

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 24-18（環境省、平成 31 年 4月改定） 
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表 ３-３３及び表 ３-３４にྛ組合の一般廃棄物処理施設のᴫ要を♧します。災害廃棄物等

の処理は、組合及びᵓ成市⏫と協ຊして進めていきます。また、平常᫬より組合及びᵓ成市⏫

と一般廃棄物処理施設のᙉ㠌໬について協議を行い、Ⓨ災᫬に備࠼ます。 

 

表 ３-３３ ごみ処理施設の概要 

施設名 
処理能力 

（ｔ／日） 
対象廃棄物 処理方式 

新治地方広域事務組合 

環境クリーンセンター 

60ｔ/日×2 基 可燃ごみ ストーカ式焼却炉 

30ｔ/5ｈ 不燃ごみ、粗大ごみ 横軸回転破砕機 

 

表 ３-３４ し尿処理施設の概要 

施設名 
処理能力 

（kl／日） 

処理方式 

汚水処理 汚泥処理 資源化処理 

湖北環境衛生組合 

石岡クリーンセンター 
141ｋｌ/日 

膜分離高負荷脱

窒素処理方式＋

高度処理 

脱水 堆肥化 
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【災害時】 

(1) 計量等の記録 

 。のᦙධ・ᦙ出量を㌴୧のྎ数で計量し、グ㘓します࡬災害廃棄物の௬置場 ۑ

また、ゎ体ᐙᒇ数、処ศ量等の量をᢕᥱし、進ᤖ⟶理を行います。表 ３-３５にグ㘓の✀ 

㢮を♧します。 

災害廃棄物を௬置場からᦙ出する㝿は、⟶理ఏ⚊を用いてᦙ出量、処理量、処理ඛ、処理 ۑ

方法等をᢕᥱします。 

 。災害廃棄物の཰集㐠ᦙ、௬置、処理・処ศの≧ἣは෗┿によるグ㘓を行います ۑ

 。災害廃棄物の計量等のグ㘓を県に報࿌します ۑ

 

(2) 災害廃棄物処理の進捗管理 

  の進ᤖ⟶理業務の委ク࡬災害廃棄物処理の進ᤖ⟶理に係る人員が୙㊊する場合は、事業者 ۑ

を᳨ウします。 

 

(3) 協議会の設置 

、必要に応じて、災害廃棄物の処理を෇⁥に推進するための関係者による協議会を設置し ۑ

処理の඲体調ᩚ、進ᤖ⟶理を行います。 

 

(4) 災害報告書の作成 

災害廃棄物の処理と୪行して、災害廃棄物処理に係るᅜᗜ補ຓ申ㄳを‽備します。補ຓ㔠 ۑ

の事務を෇⁥に進めるために、災害廃棄物の数量ࡸ௬置場の෗┿、స業日報（స業日、స

業者数、㔜ᶵ✀㢮・ྎ数、㐠ᦙ㌴୧✀㢮・ྎ数等をグ㍕）、事業費⟬出の明⣽等をᩚ理し

ます。（災害関係業務事務処理ࣗࢽ࣐アࣝ（⮬治体事務ᢸᙜ者用）（環境┬、平成 26 年 6

月）をཧ↷） 

 。災害廃棄物処理に係るᅜᗜ補ຓの事務について必要な▱識を᭷する職員を㓄置します ۑ

 

表 ３-３５ 記録の種類 

段 階 記 録 

仮置場の搬入・搬

出における記録 

・搬入・搬出重量及び車両台数、種類別積載量、発生元の地域、搬出先等 

・車両 1 台ごとの写真、日ごとの作業員数・施工状況の写真 

・災害廃棄物の集積面積・高さによる推計量の変化 

処理における記録 種類別処理方法別（焼却、リサイクル、最終処分）の処理前・処理後の数量 

 

【平常時】 

災害廃棄物処理に係るᅜᗜ補ຓ申ㄳで必要となる報࿌᭩のస成等について、必要な▱識 ۑ

の⩦ᚓにດめます。 
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  災害廃棄物対策の推進・計画の進捗管理             
 

平常時から災害廃棄物処理に係る備えを進め、県・他市町村・事業者・市民の連携により災害

廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理を通じて早期の復旧・復興につなげるとともに、環境負荷の

低減、経済的な処理を実現します。 

 

(1) 計画による対応力の向上 

○ 本計画を通じて庁内及び県、他市町村、事業者、市民とともに災害への備えの重要性を共

有し、それぞれの行動につなげるよう働きかけます。 

○ 災害廃棄物処理に関連して BCP を策定し、災害時の行動の強化を図ります。 

 

(2) 情報共有と教育・訓練の実施 

○ これまでの災害廃棄物処理の経験を継承し、経験を活かしていくことで、今後の災害廃棄

物処理に係る対応力の向上につなげます。 

○ 県、他市町村、事業者等の関係者との情報共有・コミュニケーションを図り連携を強化す

るとともに、目的に応じた効果的な教育・訓練を定期的に実施します。 

 

(3) 進捗管理・評価による課題の抽出 

○ 災害廃棄物処理に備えた体制を構築していくため、県や事業者その他の関係機関・関係団

体との連絡を密にします。教育・訓練履修者の数や仮置場候補地の選定等の進捗状況を毎

年確認するとともに、県等と課題を共有し、評価・検討を通じて対応能力の向上を図りま

す。 

○ 災害時の初動期から復旧・復興期までの行動を記録し、災害廃棄物処理における課題の抽

出を行います。 

 

(4) 計画の見直し 

○ 国対策指針の改定、地域防災計画における被害想定の見直し及び一般廃棄物処理体制の

変更等を踏まえて本計画の見直しを行うことにより、計画の実効性を高めていきます。 

○ 災害廃棄物処理に関する市町村間の協定や事業者との協定等の内容及び実効性を確認し、

必要に応じて見直しを行います。 
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 かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例 

 

かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例 

 

平成３０年３月３０日  

条例第３号  

（設置）  

第１条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第５条の７の

規定に基づき、かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」という。）を

置く。  

（所掌事務）  

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、一般廃棄物の減量等に関する必要な調査及び審議

を行い、意見を取りまとめて市長に答申する。  

（組織）  

第３条 審議会は、１２人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱する。  

（１） 学識経験者  

（２） 関係団体の代表者  

（３） 地域住民組織の代表者  

（４） その他市長が必要と認める者  

（任期）  

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。  

２ 委員は再任することができる。  

（会長及び副会長）  

第５条 審議会に、会長及び副会長を置く。  

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。  

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。  
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（会議）  

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が会議の議長と

なる。  

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。  

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。  

（関係者の出席）  

第７条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見

を聴くことができる。  

（委任）  

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正）  

２ かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。  

 

〔次のよう〕略 
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 かすみがうら市災害廃棄物処理計画の策定について（答申） 
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 かすみがうら市災害廃棄物処理計画の策定について（諮問） 
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 かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会委員名簿 

 

 

かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会委員名簿 

平成 30 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

No. 氏名 所属 備考 

1 甲斐田直子 筑波大学システム情報系社会工学域准教授 会長 

2 石 塚 勝 道 タキロンシーアイ（株）東京工場  

3 松 浦 典 行 東京製綱（株）土浦工場  

4 堀越美樹朗 水郷つくば農業協同組合総務部総務課  

5 坂 本 雅 子 かすみがうら市教育委員  

6 額 田 源 衛 かすみがうら市区長会長  

7 飯 塚 敏 夫 地域住民組織代表 副会長 

8 濵 野 秋 子 地域住民組織代表  

9 荘 司 達 夫 県南県民センター環境・保安課長  

10 三 浦 秋 夫 新治地方広域環境クリーンセンター業務課長  



 

 
 

 

かすみがうら市災害廃棄物処理計画 

令和 2年 3月 

 
かすみがうら市 市民部 生活環境課 

 

〒300-0192 茨城県かすみがうら市大和田 562 

TEL 029-897-1111 

TEL 029-886-3304 

FAX 029-897-1243 

 

http://www.city.kasumigaura.lg.jp/ 


	空白ページ



